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(54)【発明の名称】 可逆性画像表示方法及び画像形成装置

(57)【要約】        （修正有）
【課題】  画像表示、画像消去を繰り返し行うことがで
きるので、従来の画像表示に使われた紙やインク等を低
減することができ、コントラストに優れ、高解像度で高
品質な画像を長期にわたり安定的に表示できる可逆性画
像表示方法及び装置の提供。
【解決手段】  光透過性を有する２枚のシートと、その
間に形成され、周囲を仕切り壁で囲まれた現像剤収容セ
ルと、各セルに内包された乾式現像剤とを有しており、
現像剤は、互いに帯電極性の異なる、且つ、互いに光学
的反射濃度の異なる摩擦帯電した乾式現像粒子を含んで
いる画像表示媒体１２を準備する。各セルに内包された
現像粒子対し表示しようとする画像に対応させて画素ご
とに所定の静電場を形成して画像表示する。このとき画
像表示工程に先立って画像消去装置ＥＬ１で画像消去処
理する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】所定のギャップをおいて対向する、少なく
とも一方が光透過性を有する２枚のシートと、
前記２枚のシートの間に形成され、周囲を仕切り壁で囲
まれた１又は２以上の現像剤収容セルと、
前記各セルに内包された乾式現像剤と、
を有しており、
前記乾式現像剤は、互いに帯電極性の異なる、且つ、互
いに光学的反射濃度の異なる少なくとも２種類の、摩擦
帯電性を有する乾式現像粒子を含んでいる、
可逆性画像表示媒体であって、
前記現像剤収容セル内の前記乾式現像剤を構成している
少なくとも２種類の前記乾式現像粒子が互いに異なる帯
電極性に摩擦帯電している可逆性画像表示媒体を準備す
る工程と、
前記各セルに内包された現像粒子が摩擦帯電している状
態で該現像粒子に対し表示しようとする画像に対応させ
て画素ごとに所定の静電場を形成することで該現像粒子
を移動させて画像表示する工程と、
前記画像表示工程に先立って前記可逆性画像表示媒体の
画像消去処理を実施する工程と、
を含むことを特徴とする可逆性画像表示方法。
【請求項２】所定のギャップをおいて対向する、少なく
とも一方が光透過性を有する２枚のシートと、前記２枚
のシートの間に形成され、周囲を仕切り壁で囲まれた１
又は２以上の現像剤収容セルと、前記各セルに内包され
た乾式現像剤とを有しており、前記乾式現像剤は互いに
光学的反射濃度の異なる少なくとも２種類の互いに異な
る帯電極性に摩擦帯電している乾式現像粒子を含んでい
る可逆性画像表示媒体に画像を形成する画像形成装置で
あり、
前記可逆性画像表示媒体の各セルに内包された現像粒子
が摩擦帯電している状態で該現像粒子に対し表示しよう
とする画像に対応させて画素ごとに所定の静電場を形成
することで該現像粒子を移動させて画像表示する電場形
成装置と、
前記可逆性画像表示媒体の画像消去処理を行う画像消去
装置であって前記電場形成装置に対する前記可逆性画像
表示媒体の相対的搬送方向において該電場形成装置より
上流側において該媒体の搬送路に臨設された画像消去装
置と、
を備えていることを特徴とする画像形成装置。
【請求項３】前記画像消去装置は、前記可逆性画像表示
媒体における現像剤を構成している前記現像粒子を移動
させる電界を形成する電界形成装置を含んでいる請求項
２記載の画像形成装置。
【請求項４】前記画像消去装置は、前記可逆性画像表示
媒体における現像剤を構成している前記現像粒子に攪拌
力を作用させる攪拌装置を含んでいる請求項２又は３記
載の画像形成装置。
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【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は画像表示方法及び画
像形成装置、特に画像表示、画像消去を繰り返し行うこ
とができる可逆性画像表示方法及び該方法を実施する画
像形成装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】今日における画像表示は、鉛筆、ペン、
絵の具等を用いて紙等の画像表示媒体上に人手により文
字、図形等を書き込んだり、コンピュータ、ワードプロ
セッサ等により作成した文書、図形等をＣＲＴディスプ
レイ等のディスプレイで表示したり、プリンタで紙等の
媒体に出力表示する等によりなされている。
【０００３】また、人手により作成された紙等の媒体上
の文書、図形等や、プリンタ出力された紙等の媒体上の
文書、図形等を複写機等を用いて別の紙等の媒体上に複
写作成したり、ファクシミリ機等で送信して送信先にお
いて紙等の媒体上に複写出力することも行われている。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】これらの画像表示のう
ち、鉛筆、ペン等を用いて紙等の画像表示媒体に文字、
図形等を表示する画像表示や、電子写真方式、インク吹
き付け方式、熱転写方式等によるプリンタ、複写機、フ
ァクシミリ機等の画像形成装置によって紙等の画像表示
媒体に文字、図形等を表示する画像表示では、高解像度
で鮮明に画像表示でき、画像を見るあたってその画像は
人目に優しい。
【０００５】しかし、紙等の画像表示媒体に対して画像
表示、画像消去を繰り返すことはできない。鉛筆を用い
て文字等を書き込む場合においては、該文字等を消しゴ
ムである程度消すことができるが、該文字等が薄くかか
れた場合はともかく、通常の濃さで書かれた場合には完
全に消し去ることは困難であり、一旦画像表示された紙
等の媒体については、未だ画像表示されていない媒体裏
面にも画像表示する場合を除けば、それを再使用するこ
とは困難である。
【０００６】そのため、画像表示された紙等の媒体は用
済みとなったあとは廃棄されたり、焼却されたりし、多
くの資源が消費されていく。プリンタ、複写機等におい
てはトナーやインクと言った消耗品も消費される。ま
た、新しい紙等の表示媒体、トナー、インク等を得るた
めにさらに媒体等の資源、媒体等の製作エネルギーが必
要となる。このことは今日求められている環境負荷の低
減に反する結果となっている。
【０００７】この点、ＣＲＴディスプレイ等のディスプ
レイによる画像表示では、画像表示、画像消去を繰り返
すことができる。しかし、ディスプレイに表示される画
像は、紙等にプリンタ等によって表示された画像と比べ
ると、解像度が低く、鮮明、精細な画像を得るには限界
がある。また、比較的解像度が低いことや、ディスプレ
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3
イからの発光により長時間の目視作業では眼が非常に疲
れやすい。
【０００８】なお、画像表示、画像消去を繰り返すこと
ができる画像表示手法として、電気泳動型表示が提案さ
れている。この表示手法は、少なくとも一方が透明な２
枚の基板をスペーサを介して間隔を開けて対向配置する
ことで密封空間を形成し、その中に電気泳動能のある粒
子をそれとは色の異なる分散媒中に分散させた表示液を
充填したもので、静電場を付与して表示液中の粒子を泳
動させることで、粒子の色若しくは分散媒の色で画像表
示を行うものである。
【０００９】かかる表示液は通常イソパラフィン系など
の分散媒、二酸化チタンなどの粒子、この粒子と色のコ
ントラストを付けるための染料、界面活性剤などの分散
剤及び荷電付与剤等の添加剤から構成される。
【００１０】しかしながら、この電気泳動型表示では、
二酸化チタンなどの高屈折率粒子と絶縁性着色液体との
コントラスト表示のため、どうしても該粒子による着色
液体の隠蔽度（着色液体を粒子で隠してしまえる度合
い）が悪く、そのためコントラストが低くなってしま
う。また、該粒子と表示液中の分散媒との比重差が非常
に大きく、粒子の沈降、擬集が発生し易いため、表示の
コントラストの低下が起こり易く、長期間安定な画像表
示が困難であるうえ、前回の表示残像が発生しやすい。
さらに、粒子の液中での帯電は経時変化が大きく、この
点でも画像表示安定性が劣る。
【００１１】そこで本発明は、次の利点を有する可逆性
画像表示方法を提供することを課題とする。
（１）画像表示、画像消去を繰り返し行うことができ、
よって従来の画像表示に関係する紙等の画像表示媒体、
現像剤、インク等の消耗品の使用を低減することがで
き、それだけ今日の環境負荷低減に応えることができ
る。
（２）コントラストに優れ、高解像度で高品質な画像を
長期にわたり安定的に表示できる。
（３）残像が発生しにくく、従って良好な可逆性を示
し、この点でも高品質な画像を表示できる。
（４）駆動電圧が低く済む。
【００１２】また本発明は、本発明に係る前記可逆性画
像表示方法の実施に用いる画像形成装置を提供すること
を課題とする。
【００１３】
【課題を解決するための手段】本発明は一つには、所定
のギャップをおいて対向する、少なくとも一方が光透過
性を有する２枚のシートと、前記２枚のシートの間に形
成され、周囲を仕切り壁で囲まれた１又は２以上の現像
剤収容セルと、前記各セルに内包された乾式現像剤と、
を有しており、前記乾式現像剤は、互いに帯電極性の異
なる、且つ、互いに光学的反射濃度の異なる少なくとも
２種類の、摩擦帯電性を有する乾式現像粒子を含んでい
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る、可逆性画像表示媒体であって、前記現像剤収容セル
内の前記乾式現像剤を構成している少なくとも２種類の
前記乾式現像粒子が互いに異なる帯電極性に摩擦帯電し
ている可逆性画像表示媒体を準備する工程と、前記各セ
ルに内包された現像粒子が摩擦帯電している状態で該現
像粒子に対し表示しようとする画像に対応させて画素ご
とに所定の静電場を形成することで該現像粒子を移動さ
せて画像表示する工程と、前記画像表示工程に先立って
前記可逆性画像表示媒体の画像消去処理を実施する工程
と、を含む可逆性画像表示方法を提供する。
【００１４】また本発明は、所定のギャップをおいて対
向する、少なくとも一方が光透過性を有する２枚のシー
トと、前記２枚のシートの間に形成され、周囲を仕切り
壁で囲まれた１又は２以上の現像剤収容セルと、前記各
セルに内包された乾式現像剤とを有しており、前記乾式
現像剤は互いに光学的反射濃度の異なる少なくとも２種
類の互いに異なる帯電極性に摩擦帯電している乾式現像
粒子を含んでいる可逆性画像表示媒体に画像を形成する
画像形成装置であり、前記可逆性画像表示媒体の各セル
に内包された現像粒子が摩擦帯電している状態で該現像
粒子に対し表示しようとする画像に対応させて画素ごと
に所定の静電場を形成することで該現像粒子を移動させ
て画像表示する電場形成装置と、前記可逆性画像表示媒
体の画像消去処理を行う画像消去装置であって前記電場
形成装置に対する前記可逆性画像表示媒体の相対的搬送
方向において該電場形成装置より上流側において該媒体
の搬送路に臨設された画像消去装置と、を備えている画
像形成装置を提供する。
【００１５】本発明に係る可逆性画像表示方法及び画像
形成装置によると、可逆性画像表示媒体に画像形成する
に先立って、該媒体の画像消去処理がなされる。この画
像消去処理は本発明の画像形成装置にあっては前記画像
消去装置によりなされる。
【００１６】画像消去処理は、代表的には現像剤を構成
している現像粒子のうち同じ光学的反射濃度の（別の言
い方をすれば、「同じコントラストの」或いは「同じ色
の」）現像粒子をそれぞれ同じシートの側へ集めるか、
或いは互いに光学的反射濃度の異なる（別の言い方をす
れば、「コントラストの異なる」或いは「色の異な
る」）現像粒子を攪拌混合することで行える。
【００１７】その後、画像表示媒体における各セルに内
包された現像粒子が摩擦帯電している状態で該現像粒子
に対し表示しようとする画像に対応させて画素ごとに所
定の静電場を形成することで、クーロン力にて該現像粒
子を移動させて現像を行い、画像を表示する。かかる静
電場の形成は、本発明の画像形成装置にあっては前記の
電場形成装置によりなされる。
【００１８】なお本発明に係る可逆性画像表示方法に採
用する可逆性画像表示媒体は、光透過性を有する一方の
前記シートの内面に電極（好ましくは透明電極）を形成
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するとともに他方のシートの内面に該電極に対向する電
極を形成したものでもよい。この媒体においては、該両
電極間に電圧を印加して該両電極間に表示しようとする
画像に対応させて画素ごとに所定の静電場を形成するこ
とで、クーロン力にて現像粒子を移動させて現像を行
い、画像を表示することができる。画像を消去したり、
書き換えたりすることもできる。前記他方のシート内面
の電極は画素ごとに形成された個別電極群からなってい
てもよい。
【００１９】本発明に係る可逆性画像表示方法及び画像
形成装置によると、一旦画像表示された可逆性画像表示
媒体でも、その画像を消去してから新たに画像を形成し
て表示させることができ、それだけ確実に、高品質に新
たな画像を表示できる。勿論前回残像を抑制することも
できる。
【００２０】本発明に係る可逆性画像表示方法及び画像
形成装置によると、可逆性画像表示媒体の画像表示、画
像消去を繰り返すことができるので、画像表示媒体を廃
棄する必要はない。また、可逆性画像表示媒体中の現像
粒子は前記セルに内包されており、従って外部からの現
像剤の供給を要しない。これらにより従来における画像
表示にまつわる紙等の画像表示媒体、現像剤等の消耗品
の使用を大幅に低減することができる。
【００２１】また、従来の電子写真方式の画像形成のよ
うにトナーを紙等のシートに熱で溶かして定着するよう
なことが不要であり、従来のこの種の画像形成装置で必
要とされる作像エネルギーの大半を節約できる。
【００２２】かくして今日の環境負荷低減に応えること
ができる。
【００２３】また、本発明に係る可逆性画像表示方法及
び画像形成装置に係わる可逆性画像表示媒体の現像剤収
容セルに内包される現像剤は、光学的反射濃度の異なる
（別の言い方をすれば、「コントラストの異なる」或い
は「色の異なる」）少なくとも２種類の現像粒子を含ん
でおり、しかもその現像粒子は乾式の現像粒子であって
一方の種類の現像粒子による他方の種類の現像粒子の隠
蔽度が良好であるから、コントラスト良好に画像表示で
きる。
【００２４】前記セルに内包される現像剤は互いに帯電
極性の異なる少なくとも２種類の相互摩擦帯電可能の帯
電性乾式現像粒子を含んでおり、画像表示にあたっては
摩擦帯電により互いに逆極性に帯電した現像粒子がクー
ロン力をうけて移動するため、この点でもコントラスト
良好に画像表示でき、また前回表示の残像が発生し難
い。
【００２５】乾式現像粒子は、例えば既述の電気泳動型
画像表示に用いる表示液における導電性トナーと比べる
と、液体を介在させないため沈降、擬集が発生し難く、
この点でも画像表示のコントラストの低下が起こり難
く、また長期にわたり安定した画像表示を行える。現像
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粒子の沈降、擬集が発生し難いから、前回表示の残像も
生じ難い。さらに乾式現像粒子は液中のトナーと比べる
と、帯電性能の経時変化が少ないからこの点でも長期に
わたり安定した画像表示を行える。
【００２６】また、シート表面の静電潜像は高解像度で
形成することが可能であるから、従来のＣＲＴディスプ
レイ等による画像表示と比べると、高解像度で眼にやさ
しく画像表示できる。
【００２７】また本発明に係る可逆性画像表示方法及び
画像形成装置によると、可逆性画像表示媒体の各セルに
内包された少なくとも２種類の現像粒子が摩擦帯電によ
り互いに逆極性に帯電している状態で該現像粒子に対し
静電場を形成して画像表示させるので、該粒子が移動し
やすく、従ってそれだけ画像表示のための駆動電圧は低
く済む。
【００２８】このように本発明に係る可逆性画像表示方
法及び画像形成装置によると、コントラスト良好に、高
解像度で高品質な画像を長期にわたり安定的に表示でき
る。さらに残像が発生しにくく、従って良好な可逆性を
示し、この点でも高品質な画像を表示できる。さらに画
像表示のための駆動電圧が低く済む。
【００２９】本発明に係る可逆性画像表示方法及び画像
形成装置によると、紙媒体の表示特性に近い表示特性の
画像表示が可能である。電気泳動型ディスプレイ（ＥＰ
Ｄ）に比べるとコントラストをより高くできる。
【００３０】本発明の可逆性画像表示方法における画像
表示工程で画像表示のために形成する前記静電場は、代
表例として、可逆性画像表示媒体の２枚のシートのうち
いずれかの外表面に表示しようとする画像に対応した静
電潜像を形成し、この静電潜像に基づいて形成できる。
【００３１】従ってまた、本発明の画像形成装置におけ
る前記電場形成装置の代表例として、可逆性画像表示媒
体の２枚のシートのうちいずれかの外表面に表示しよう
とする画像に対応した静電潜像を形成する静電潜像形成
装置を含むものを挙げることができる。本発明方法及び
装置のいずれにしても、かかる静電潜像は直接静電潜像
形成装置を用いて前記シート表面に直接形成したり、外
部静電潜像形成装置を用いて媒体外部で形成した静電潜
像を前記シート表面に転写して形成したりできる。
【００３２】直接静電潜像形成装置としては、表示しよ
うとする画像に応じて前記シート表面に放電して静電潜
像電荷をのせる各種の放電型静電潜像形成装置、表示し
ようとする画像に応じて前記シート表面に電荷注入して
静電潜像電荷をのせる各種の電荷注入型の静電潜像形成
装置を例示できる。前者の例としてイオンフロー型の装
置や、所定方向（例えばシートを装置で走査するときの
主走査方向）に記録電極を配列した静電記録ヘッドを有
するマルチスタイラス型の装置を挙げることができ、後
者の例として所定方向（例えばシートを装置で走査する
ときの主走査方向）に記録電極を配列するとともに該記
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7
録電極に隣り合わせて隣接制御電極を配列した静電記録
ヘッドを有するマルチスタイラス型装置を挙げることが
できる。
【００３３】外部静電潜像形成装置としては、静電潜像
担持体上に表示しようとする画像に対応した静電潜像を
形成し、該静電潜像担持体上の静電潜像を前記シート表
面に転写するものを例示できる。さらに言えば、感光体
のような光導電体上に表示しようとする画像に対応した
静電潜像を形成し、該光導電体上の静電潜像を前記シー
ト表面に転写するものや、誘電体上に表示しようとする
画像に対応した静電潜像を形成し、該誘電体上の静電潜
像を前記シート表面に転写するものを例示できる。
【００３４】なお、既述のように可逆性画像表示媒体の
シートの内面に静電場形成のための電極を形成してある
ときは、これに電圧を印加することで静電場を形成でき
る。
【００３５】また本発明の可逆性画像表示方法における
画像消去処理工程での画像消去処理は、例えば前記可逆
性画像表示媒体における現像剤を構成している前記現像
粒子を移動させる電界を形成すること、又は前記可逆性
画像表示媒体における現像剤を構成している前記現像粒
子に攪拌力を作用させること、又はこれらの両者により
行える。
【００３６】従ってまた、本発明の画像形成装置におけ
る前記画像消去装置として、例えば前記可逆性画像表示
媒体における現像剤を構成している前記現像粒子を移動
させる電界を形成する電界形成装置を含んでいるもの、
前記可逆性画像表示媒体における現像剤を構成している
前記現像粒子に攪拌力を作用させる攪拌装置を含んでい
るもの、かかる電界形成装置と攪拌装置の双方を含んで
いるものを例示できる。
【００３７】例えば電界のもとに前記２種類の現像粒子
のうち一方の同じ光学的反射濃度の（別の言い方をすれ
ば、「同じコントラストの」或いは「同じ色の」）現像
粒子を一方のシート側へ集めるとともに、他方の同じ光
学的反射濃度の現像粒子を他方のシート側へ集めるよう
にすれば、画像消去できるとともに、次に新たな画像を
形成するとき、画像部の現像粒子が移動するだけでよい
から、それだけ画像表示が円滑、確実に、高品質になさ
れる。
【００３８】また例えば現像剤（現像粒子）の攪拌を行
うときは、画像が消去され、現像粒子の帯電量、流動性
が向上し、この場合もそれだけつぎの画像表示が円滑、
確実に、高品質になされる。
【００３９】かかる電界形成装置としては、可逆性画像
表示媒体を間にして配置される一対の電極（通常金属）
又は誘電体と、これらにバイアス電圧を印加する電源装
置とを含んでいるものを例示できる。
【００４０】この他さらに、可逆性画像表示媒体に放電
して電界を形成する各種の放電型電界形成装置、可逆性
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画像表示媒体に電荷注入して電界を形成する各種の電荷
注入型電界形成装置を例示できる。前者の例としてコロ
ナ帯電装置、イオンフロー型の電界形成装置、所定方向
に電極を配列したヘッドを有するマルチスタイラス型の
電界形成装置を挙げることができ、後者の例として所定
方向に電極を配列するとともに該電極に隣り合わせて隣
接制御電極を配列したヘッドを有するマルチスタイラス
型電界形成装置を挙げることができる。
【００４１】また攪拌装置として、次のものを例示でき
る。
・可逆性画像表示媒体に対し交番電界を形成する装置。
【００４２】この装置は現像剤粒子の少なくとも１種が
絶縁性である場合に利用できる。
・可逆性画像表示媒体に対し振動磁場を形成する装置。
【００４３】この装置は現像剤粒子の少なくとも１種が
磁性体を含んでいる場合に利用できる。・可逆性画像表
示媒体に対し超音波を照射する装置。
・可逆性画像表示媒体に対し機械的振動を与える装置。
・上記装置を２以上組み合わせた装置。
【００４４】
【発明の実施の形態】以下本発明の実施の形態について
説明する。
【００４５】本発明方法の実施に用いる可逆性画像表示
媒体は次の構成のものである。
【００４６】すなわち、所定のギャップをおいて対向す
る、少なくとも一方が光透過性を有する２枚のシート
と、前記２枚のシートの間に形成され、周囲を仕切り壁
で囲まれた１又は２以上の現像剤収容セルと、前記各セ
ルに内包された乾式現像剤とを有する可逆性画像表示媒
体である。前記乾式現像剤は、互いに帯電極性の異な
る、且つ、互いに光学的反射濃度の異なる少なくとも２
種類の、摩擦帯電性を有する乾式現像粒子を含んでい
る。
【００４７】また、本発明の好ましい実施形態の可逆性
画像表示方法は、前記可逆性画像表示媒体を利用するも
ので、基本的に次の方法である。
【００４８】すなわち、前記の可逆性画像表示媒体であ
って、前記乾式現像剤における前記少なくとも２種類の
現像粒子が互いに異なる帯電極性に摩擦帯電した可逆性
画像表示媒体を準備する工程と、前記各セルに内包され
た現像粒子が摩擦帯電している状態で該現像粒子に対し
表示しようとする画像に対応させて画素ごとに所定の静
電場を形成することで該現像粒子を移動させて画像表示
する工程とを含む可逆性画像表示方法である。
【００４９】これらの可逆性画像表示媒体及びこれを利
用した可逆性画像表示方法によると、画像表示媒体にお
ける各セルに内包された現像粒子が摩擦帯電している状
態で該現像粒子に対し表示しようとする画像に対応させ
て画素ごとに所定の静電場を形成することで、静電場と
帯電現像粒子との間に働くクーロン力にて該現像粒子を
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移動させて現像を行い、所定のコントラストで画像を表
示することができる。
【００５０】前記静電場は、例えば前記２枚のシートの
いずれかの外表面に静電潜像を形成して該静電潜像に基
づいて形成できる。静電場の形成は静電潜像の形成と同
時的になされても、静電潜像形成後になされてもよい。
かかる静電場は、例えば静電潜像を形成するシートとは
反対側のシートにバイアス電圧を印加したり、該反対側
シートを接地すにるなどして該反対側シートを静電場形
成のための所定電位に設定すればよい。
【００５１】前記可逆性画像表示媒体は電極を備えてい
てもよい。
【００５２】すなわち、光透過性を有する一方の前記シ
ートの内面に透明電極を形成するとともに他方の前記シ
ートの内面に該透明電極に対向する電極を設けてもよ
い。
【００５３】電極を設けた可逆性画像表示媒体及びこれ
を利用した可逆性画像表示方法では、媒体における各セ
ルに内包された現像粒子が摩擦帯電している状態で前記
両電極間に電圧を印加して該両電極間に表示しようとす
る画像に対応させて画素ごとに所定の静電場を形成する
ことで、静電場と帯電現像粒子との間に働くクーロン力
にて該現像粒子を移動させて現像を行い、所定のコント
ラストで画像を表示することができる。
【００５４】前記他方のシートの内面の電極は、画素ご
とに形成された個別電極の群れからなっていてもよい。
【００５５】前記いずれのタイプの可逆性画像表示媒体
（可逆性画像表示方法で採用する表示媒体も含む）にお
いても、前記セルに内包された現像粒子が摩擦帯電した
状態を得るには、現像粒子をセルに内包するに先立って
混合攪拌等により摩擦帯電させたのちセルに内包した
り、現像粒子をセルに内包してから何らかのエネルギー
付与によりセル内で混合攪拌して摩擦帯電させたり、或
いはそれらの双方により摩擦帯電させればよい。
【００５６】かかる現像粒子の混合攪拌の具体例とし
て、交番電場（例えばＡＣ電場）印加による混合攪拌、
現像粒子の少なくとも一つが磁性粒子であるときにおけ
る磁気力による混合攪拌、超音波照射や機械的振動付与
による混合攪拌、これらのうち２以上の組み合わせによ
る混合攪拌等を挙げることができる。
【００５７】現像粒子を混合攪拌してよく帯電させるこ
とにより、一層のコントラスト向上、さらなる駆動電圧
の低下が可能である。
【００５８】前記いずれのタイプの可逆性画像表示媒体
（可逆性画像表示方法で採用する表示媒体も含む）にお
いても、２枚のシートのそれぞれは、厚さに比べて面積
が大きく、面的に広がりのあるものを指し、合成樹脂、
ガラス等種々の材料で形成することができ、柔軟性を有
するもの、可撓性を有するもの、ガラス板のように可撓
性に乏しいもの等のいずれでもよく、２枚のシートのう
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ち少なくとも一方（画像観察側のシート）が画像を視認
できるように光透過性を有していればよい。双方のシー
トが光透過性を有していてもよい。
【００５９】また前記乾式現像剤の前記現像剤収容セル
内での横方向の移動を抑制するための現像剤移動抑制部
材を前記２枚のシート間に設けてもよい。当然のことな
がら、セルを形成している仕切り壁も現像剤の横方向の
移動を抑制する。
【００６０】また前記現像剤収容セルを形成している前
記仕切り壁及び（又は）前記現像剤移動抑制部材が前記
２枚のシート間ギャップを所定のギャップに維持するス
ペーサを兼ねていてもよい。２枚のシート間ギャップを
所定のギャップに維持する専用のスペーサを仕切り壁や
現像剤移動抑制部材とは別途に設けてもよい。
【００６１】かかる現像剤移動抑制部材を設けることで
セル内の現像粒子の偏りが抑制され、それだけ画像ムラ
の少ない高品質の画像を表示できる。またスペーサによ
り２枚のシート間ギャップが所定のものに維持されるこ
とで、画像ムラの少ない画像表示ができる。現像剤移動
抑制部材の形状は柱状部材、壁状部材など任意である。
【００６２】電極の有無に拘らず、可逆性画像表示媒体
における現像剤収容セルの数、大きさ、形状、分布、配
列（規則的、不規則）等については、画像表示できるの
であれば特に制限はない。現像剤移動抑制部材や専用ス
ペーサについても同様である。
【００６３】仕切り壁、現像剤移動抑制部材、専用スペ
ーサのそれぞれは、例えば２枚のシートの少なくとも一
方に少なくとも一部を接着等にて接合固定したり、シー
トと成形等により一体的に形成することができる。しか
し、仕切り壁、現像剤移動抑制部材、専用スペーサのそ
れぞれは、２枚のシートのうち一方又は双方に接着固定
されたり、シートと一体的に形成されたりせず、２枚の
シート間に、少なくとも一方のシートに対し動かないよ
うに配置されているだけでもよい。
【００６４】現像剤収容セルの形状については、連続溝
タイプ、独立タイプに大別できる。連続溝タイプのセル
ＣＥｌは図１の（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）に例示するよう
に、各仕切り壁ｗ１が他の仕切り壁ｗ１と交わることな
く延在しているセルである。例えば媒体Ｓ周縁部の相互
に対向している封止部ｃｗ間に延在することで形成され
ているセルである。この場合、封止部ｃｗはセルを形成
する仕切り壁を兼ねることができる。連続溝タイプのセ
ルＣＥ１は、媒体Ｓの平行２辺と平行に延びていても
（図１（Ａ））、媒体Ｓの各辺と交わる方向に延びてい
ても（図１（Ｂ））、波形状に延びていても（図１
（Ｃ））、或いはさらに他の態様で延びていてもよい。
【００６５】独立タイプのセルＣＥ２は例えば碁盤目状
（図１（Ｄ））、煉瓦塀状（図１（Ｅ））、蜂の巣状
（図１（Ｆ））、三角形を連ねた態様（図１（Ｇ））、
波形区画を連ねた態様（図１（Ｈ））、それぞれが周囲
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11
を仕切り壁で囲まれた連続溝を連ねた態様（図１
（Ｉ））等に配列形成できる。
【００６６】なおこれらの図においてαは仕切り壁の厚
さ、ｐｔは隣り合う仕切り壁間隔を表している。
【００６７】いずれにしても個々のセルは図１（Ａ）～
図１（Ｉ）に示すように他のセルと隣接するように他の
セルに連続形成されていてもよいが、他のセルと離れて
形成されてもよい。セルの配列は規則的でも、不規則で
もよい。またセルの数は一つでもよい。また仕切り壁ｗ
１がシート間ギャップを所定のものに維持するスペーサ
を兼ねていてもよい。
【００６８】なお、画像表示のための画素については、
一つのセルに対し一つの画素がある場合、一つのセルに
複数の画素がある場合、複数のセルに対し一つの画素が
ある場合などのいずれでもよい。
【００６９】現像剤移動抑制部材の形状については、柱
状（円柱、四角柱、三角柱など）、錐状（円錐、四角
錐、円錐台、四角錐台など）、壁状等のいずれでもよ
い。様々のタイプの現像剤移動抑制部材を用いてもよ
い。その配列は規則的でも、不規則でもよい。柱状の部
材はこれをシートと強固に接合等するうえで都合がよ
い。長く延びる壁状の部材は大きい現像剤移動抑制効果
を期待できる。壁状部材のうち薄い板状のものは、所望
の現像剤収容量を確保するうえで都合がよい。現像剤移
動抑制部材の高さは任意である。従っていずれか一方の
シートに動かないように配置されているだけでもよい。
２枚のシート間にわたる高さを有しているときには、シ
ート間ギャップを所定のものに維持するスペーサを兼ね
ていてもよい。
【００７０】図２の（Ａ）～（Ｈ）は現像剤移動抑制部
材の形状及び配列を例示している。
【００７１】図２（Ａ）は断面矩形状の柱状抑制部材Ｃ
Ｌ１を所定方向に間隔をあけて配列してなる部材列を平
行に複数列配置した状態を示している。図２（Ｂ）は断
面円形状の柱状抑制部材ＣＬ２を分散配置した状態を示
している。図２（Ｃ）は薄い板状（壁状）の抑制部材Ｃ
Ｌ３を複数平行に配置した状態を示している。図２
（Ｄ）は柱状抑制部材ＣＬ２と長さがまちまちの薄い板
状（壁状）の抑制部材ＣＬ３とを不規則に分散配置した
状態を示している。図２（Ｅ）は柱状抑制部材ＣＬ２と
長さが同じ薄い板状（壁状）の抑制部材ＣＬ３とをある
程度規則的に分散配置した状態を示している。図２
（Ｆ）は図１（Ａ）に示す連続溝タイプのセルＣＥ１の
それぞれに断面矩形状の柱状抑制部材ＣＬ４を複数個、
島状に配置した状態を示している。図２（Ｇ）は図１
（Ｄ）に示すタイプの碁盤目状配置の独立セルＣＥ２の
それぞれに断面矩形状の柱状抑制部材ＣＬ４を一つずつ
島状に配置した状態を示している。各抑制部材ＣＬ１、
ＣＬ２、ＣＬ３、ＣＬ４はスペーサを兼ねることができ
る。なお、これらの図においてβ１、β２は柱状抑制部
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材の縦横の寸法を示している。γ１、γ２は画像表示領
域の一つの単位の縦横の寸法を示している。図２（Ｆ）
のδは隣り合う部材ＣＬ４間の間隔を示している。とこ
ろで、画像表示媒体には、前記したような仕切り壁、現
像剤移動抑制部材、スペーサ等により非画像表示領域が
発生する。かかる非画像表示領域はその合計面積が大き
すぎると画像表示が困難になったり、画像品位が低下す
る。また小さすぎると、スペーサを設ける領域面積が小
さくなる結果を招き、ひいてはシート間ギャップの不均
一、さらにはそれによる画像ムラを招く。
【００７２】よって電極の有無に拘らず、画像表示媒体
により提供される単位面積Ｓｏ（例えば図２の（Ａ）、
（Ｈ）におけるγ１×γ２の領域）における非画像部の
面積Ｓｎの割合Ｓｎ／Ｓｏを０．０００１以上０．５以
下とすることが好ましい。なお、単位面積Ｓｏは任意に
設定できるが、実際に画像を表示できる領域と非画像部
領域の双方が含まれているように設定すればよい。さら
に言えば例えば実際に画像を表示できる領域と非画像部
領域の双方が含まれていて、それが媒体において繰り返
し現れるような繰り返し単位で設定するとよい。
【００７３】或いは、任意の一つの現像剤収容セル（又
は順次連続する複数の任意の現像剤収容セル群）におい
て、一つの現像剤収容セル（又は複数の現像剤収容セル
群）により提供される画像表示領域の面積がＳａであ
り、前記一つの現像剤収容セルの外輪郭を形成している
仕切り壁の中心線で囲まれる面積（又は前記複数の現像
剤収容セル群の外輪郭を形成している仕切り壁の中心線
で囲まれる面積）がＳｂであるとき、前記一つの現像剤
収容セル（又は前記複数の現像剤収容セル群）に関する
（１－Ｓａ／Ｓｂ）の値を０．０００１以上０．５以下
とすることが望ましい（図２（Ｉ）参照）。
【００７４】これにより画像表示に支障のない画像表示
領域面積を確保してして、コントラスト良好に高品質の
画像を表示できる一方、仕切り壁によるスペーサ、現像
剤移動抑制部材によるスペーサ、専用のスペーサなどの
スペーサの領域を確保して２枚のシート間ギャップを所
定のものに維持し、画像ムラの発生を抑制することがで
きる。
【００７５】なお、電極ありの画像表示媒体について
は、該電極にリードを接続形成するが、該リードは仕切
り壁等のある非画像表示領域に設けることが望ましい。
シート、セル仕切り壁、現像剤移動抑制部材、スペーサ
等の材質は特に限定されない。しかし例えば媒体表面
（シート表面）に画像表示のために静電潜像を形成する
場合には、少なくとも該静電潜像を形成するシートにつ
いては絶縁性シートとする。反対側のシートについて
は、電極の有無に拘らず、絶縁性シートでも、そうでな
くてもよい。絶縁性シートとする場合においてこれを接
地電位としたり、これにバイアス電圧を印加する必要が
あるときには、その絶縁シートのままでもよいが、例え
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ばシート外面に導電性膜を形成したり、反対側シート全
体を導電性を有する材料や、導電性材料を含む材料で形
成してもよい。このようにすると、要すれば容易に、該
シートを接地して接地電位にしたり、該シートにバイア
ス電圧を印加できる。また、電極の有無に拘らず、反対
側シートが絶縁性シートであってその外面に導電性膜を
形成してある場合や、該反対側シートそれ自身が導電性
シートであるときは、他からの電荷の遮蔽効果があり、
画像表示した媒体を重ねるようなときでも、画像が崩れ
にくく、画像をそれだけ安定に保持することができる。
【００７６】電極無しの媒体の場合、シート間のギャッ
プや、各シートの厚みが大きすぎると、シート間の現像
剤にかかる電場が弱くなって現像性が悪くなり、コント
ラストの低下、解像度の低下を招く。また、シート間の
ギャップが小さすぎると、現像剤収容セル内に内包でき
る現像剤量が少なくなり、必要なコントラストが得られ
難くなる。また、各シートの厚み、ひいては各シートの
厚みに基づく媒体全体の厚みが小さすぎると、媒体が撓
みやすくなり、シート間ギャップの均一性が得られなく
なり、画像ムラが発生し易くなる。
【００７７】よって電極無しの可逆性画像表示媒体で
は、それには限定されないが、前記各シートの厚みが５
μｍ～１００μｍ、前記両シート間のギャップは２０μ
ｍ～３００μｍ、全体の厚みは３０μｍ～５００μｍで
あることが望ましい。
【００７８】電極有りの可逆性画像表示媒体について
も、現像剤量を確保し、シート間ギャップの均一性を維
持するために、それには限定されないが、各シートの厚
みを５μｍ～１００μｍ、両シート間のギャップを２０
μｍ～３００μｍ、全体の厚みを３０μｍ～５００μｍ
としてもよい。
【００７９】また、電極無しの可逆性画像表示媒体にお
いて、例えば媒体表面（シート表面）に静電潜像を形成
して該静電潜像に基づいて静電場を形成するようなとき
は、シートの表面抵抗値、特に静電場を形成する側のシ
ートの表面抵抗値が小さいと、画像表示のための静電場
を形成すべく該シート表面に直接静電潜像を形成した
り、媒体外部で形成した静電潜像を該シート表面に転写
する場合のいずれにおいても該静電潜像が崩れやすくな
る。
【００８０】よって電極無しの可逆性画像表示媒体で
は、前記２枚のシートのうち少なくとも一方のシートの
外表面の表面抵抗率を１０10Ω／□～１０16Ω／□とす
ることが好ましい。
【００８１】またシート表面の抵抗値、特に静電場を形
成する側とは反対側のシートの表面抵抗値が大きすぎる
と、画像形成とその保持に支障が生じる。特に静電場形
成側のシート表面に直接静電潜像を形成する場合に潜像
電荷が乗りにくくなるし、外部で形成した静電潜像を転
写する場合には、均一な電場が得にくくなり、画像ムラ
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が発生しやくなる。さらに、画像形成後の媒体同士を重
ねたとき、隣り合う媒体間の静電遮蔽が困難になり、画
像が崩れやすく、保持しがたくなる。
【００８２】よって前記２枚のシートのうち少なくとも
一方の外表面の表面抵抗率を１０7Ω／□以下（紙と同
程度かそれ以下の抵抗率）とすることが好ましい。
【００８３】以上のことから、電極無し可逆性画像表示
媒体では、２枚のシートのうち一方のシートの外表面の
表面抵抗率を１０10Ω／□～１０16Ω／□、他方のシー
トの外表面の表面抵抗率を１０7 Ω／□以下とすること
が推奨される。
【００８４】支障のない範囲で、各シートの厚みを５μ
ｍ～１００μｍ、両シート間のギャップを２０μｍ～３
００μｍ、全体の厚みを３０μｍ～５００μｍとすると
ともに２枚のシートのうち一方のシートの外表面の表面
抵抗率を１０10Ω／□～１０16Ω／□、他方のシートの
外表面の表面抵抗率を１０7 Ω／□以下としてもよい。
【００８５】なお各シートの表面抵抗率は、例えばシー
トに抵抗値の異なる導電性材料（例えば導電性カーボ
ン）を含有させる、シート表面に界面活性剤を塗布する
等して調整できる。電極あり、電極無しのいずれの可逆
性画像表示媒体についても、現像剤収容セルに内包され
る現像剤は、互いに帯電極性の異なる、且つ、互いに光
学的反射濃度の異なる（換言すれば「コントラストの異
なる」或いは「色の異なる」）少なくとも２種類の乾式
現像粒子を含んでいるとよい。代表例として、光吸収性
を有する正帯電性（又は負帯電性）の黒色粒子と、光反
射性を有する負帯電性（又は正帯電正）の白色粒子とを
挙げることができる。
【００８６】乾式現像剤を構成する前記少なくとも２種
類の現像粒子のうち少なくとも一方は非導電性粒子とし
てもよい。この場合、画像表示媒体が電極を有している
か否かに拘らず、かかる非導電性粒子の存在により該２
種類の現像粒子が容易、確実に摩擦帯電することがで
き、それだけ良好な画像表示を行える。
【００８７】また、乾式現像剤を構成する前記少なくと
も２種類の現像粒子のうち少なくとも一方は磁性粒子と
してもよい。画像表示媒体が電極を有しているか否かに
拘らず、かかる磁性粒子の存在により、後述するよう
に、現像剤（現像粒子）を磁場、例えば振動磁場により
攪拌することができ、かかる現像剤の攪拌により画像形
成（画像表示）に先立つ前回画像の消去や、画像表示に
おいて現像粒子を画像表示のための静電場で動きやすく
することができ、それだけ良好に画像表示できる。
【００８８】いずれにしても、現像粒子が小さすぎる
と、付着力が非常に大きくなり、現像粒子間の固着、現
像効率の低下を招く。また現像粒子が小さすぎると、粒
子の帯電量が非常に大きくなるため、画像表示にあたり
粒子を動かすための電場を大きいものにしなければなら
ず、そのため高い駆動電圧が必要となってしまう。
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【００８９】現像粒子が大きすぎると、摩擦帯電がうま
く行えず、画像表示のための静電場において十分な現像
粒子移動速度が得られなかったり、良好なコントラスト
が得られなかったりする。
【００９０】これらのことと、所定の特性の現像粒子を
得るための材料等に照らし、非導電性現像粒子について
は粒径１μｍ～５０μｍ、磁性現像粒子については粒径
１μｍ～１００μｍが適当である。
【００９１】なお、１種の現像粒子が非導電性粒子であ
るとともに磁性粒子であってもかまわない。
【００９２】現像粒子は例えばバインダー樹脂、着色剤
等から、或いは着色剤単独等で形成することができる。
これらについて使用できるものを示すと次のとおりであ
る。
・バインダー樹脂
着色剤、磁性体等を分散させることができ、通常結着剤
として使用されるものであれば特に限定されない。電子
写真用トナーに用いられる結着樹脂が代表例として挙げ
られる。
【００９３】例えば、ポリスチレン系樹脂、ポリ（メ
タ）アクリル系樹脂、ポリオレフイン系樹脂、ポリアミ
ド系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリエーテル系樹
脂、ポリスルフォン系樹脂、ポリエステル系樹脂、エポ
キシ樹脂、尿素樹脂、ウレタン樹脂、ウレア樹脂、フツ
素系樹脂、シリコン系樹脂ならびにこれらの共重合体、
ブロック重合体、グラフト重合体、及びポリマーブレン
ドなどを用いることができる。
【００９４】ガラス転移点Ｔｇはかなり高くてもよく、
場合によっては熱可塑性樹脂である必要はない。
・着色剤
着色剤としては、以下に示すような、有機又は無機の各
種、各色の顔料、染料が使用可能である。
【００９５】黒色顔料としては、カーボンブラック、酸
化銅、二酸化マンガン、アニリンブラック、活性炭など
がある。
【００９６】黄色顔料としては、黄鉛、亜鉛黄、カドミ
ウムイエロー、黄色酸化鉄、ミネラルフアストイエロ
ー、ニッケルチタンエロー、ネーブルスエロー、ナフト
ールエローＳ、バンザーイエローＧ、バンザーイエロー
１０Ｇ、ベンジジンエローＧ、ベンジジンエローＧＲ、
キノリンエローレーキ、パーマネントエローＮＣＧ、タ
ートラジンレーキなどがある。
【００９７】橙色顔料としては、赤色黄鉛、モリブデン
オレンジ、パーマネントオレンジＧＴＲ、ピラゾロンオ
レンジ、バルカンオレンジ、インダスレンブリリアント
オレンジＲＫ、ベンジジンオレンジＧ、インダスレンブ
リリアントオレンジＧＫなどがある。
【００９８】赤色顔料としては、ベンガラ、カドミウム
レッド、鉛丹、硫化水銀、カドミウム、パーマネントレ
ッド４Ｒ、リソールレッド、ピラゾロンレッド、ウォッ
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チングレツド、カルシウム塩、レーキレッドＤ、ブリリ
アントカーミン６Ｂ、エオシンレーキ、ローダミンレー
キＢ、アリザリンレーキ、ブリリアントカーミン３Ｂな
どがある。
【００９９】紫色顔料としては、マンガン紫、フアスト
バイオレットＢ、メチルバイオレットレーキなどがあ
る。
【０１００】青色顔料としては、紺青、コバルトブル
ー、アルカリブルーレーキ、ビクトリアブルーレーキ、
フタロシアニンブルー、無金属フタロシアニンブルー、
フタロシアニンブルー部分塩素化物、ファーストスカイ
ブルー、インダスレンブルーＢＣなどがある。
【０１０１】緑色教科としては、クロムグリーン、酸化
クロム、ピグメントグリーンＢ、マラカイトグリーンレ
ーキ、ファイナルイエローグリーンＧなどがある。
【０１０２】白色顔料としては、亜鉛華、酸化チタン、
アンチモン白、硫化亜鉛などがある。
【０１０３】体質顔料としては、バライト粉、炭酸バリ
ウム、クレー、シリカ、ホワイトカーボン、タルク、ア
ルミナホワイトなどがある。
【０１０４】また塩基性、酸性、分散、直接染料などの
各種染料として、ニグロシン、メチレンブルー、ローズ
ベンガル、キノリンイエロー、ウルトラマリンブルーな
どがある。
【０１０５】これらの着色剤は、単独で或いは複数組合
せて用いることができる。
【０１０６】特に白黒表示においては、黒色着色剤とし
てカーボンブラックが、白色着色剤として二酸化チタン
が好ましい。
【０１０７】また、特に白色顔料を溶融結着樹脂（バイ
ンダー樹脂）と混練して、その混練物から現像粒子を得
る場合、白色顔料の使用量は、十分な白色度を得るため
に、白色粒子の原料モノマー１００重量部に対して、１
０重量部以上、好ましくは、２０重量部以上であること
が望ましく、白色顔料の十分な分散性を確保するため
に、６０重量部以下、好ましくは５０重量部以下である
ことが望ましい。白色顔料が６０重量部を超えてくる
と、顔料と結着樹脂との結着性、顔料の分散性が悪化
し、また白色顔料が１０重量部未満であると他の色の現
像粒子の十分な隠蔽性が得られない。
【０１０８】また、黒色着色剤としてはカーボンブラッ
クが好ましいが、現像粒子に磁性を持たせるような場合
にはマグネタイト、フェライト等の磁性体粒子及び磁性
体微粉末を着色剤として用いることもできる。
・その他の内添剤
前記バインダー樹脂、着色剤以外に好ましく使用される
内添剤として、磁性体、荷電制御剤、抵抗調整剤等が挙
げられる。
・荷電制御剤
荷電制御剤としては、現像粒子に摩擦帯電にて電荷を与
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えるものであれば特に制限はない。
【０１０９】正荷電制御剤としては例えば、ニグロシン
染料、トリフエニルメタン系化合物、４級アンモニウム
塩系化合物、ポリアミン樹脂、イミダゾール誘導体等が
挙げられる。
【０１１０】負荷電制御剤としては例えば、サリチル酸
金属錯体、含金属アゾ染料、含金（金属イオンや金属原
子を含む）の油溶性染料、４級アンモニウム塩系化合
物、カリックスアレン化合物、含ホウ素化合物（ベンジ
ル酸ホウ素錯体）、ニトロイミダゾール誘導体等が挙げ
られる。
【０１１１】その他、超微粒子シリカ、超微粒子酸化チ
タン、超微粒子アルミナ等の金属酸化物、ピリジン等の
含窒素環状化合物及びその誘導体や塩、各種有機顔料、
弗素、塩素、窒素等を含んだ樹脂等も荷電制御剤として
用いることができる。
・磁性体
磁性体粒子及び磁性体微粉末を用いることができ、それ
らとしては、強磁性の元素及びこれらを含む合金、化合
物等で、例えば、マグネタイト、ヘマタイト、フェライ
ト等の鉄、コバルト、ニッケル、マンガン等の合金や化
合物、その他の強磁性合金等、従来より知られている磁
性材料が含有されていればよい。これら磁性粉の形状と
しては、粒状、針状、薄片状等各種あるが、適宜選択し
て使用できる。
・抵抗調整剤
抵抗調整剤としては、前述した磁性紛、着色剤と同等な
ものもあり、薄片状、繊維状、粉末状等の各種形状の金
属酸化物、グラファイト、カーボンブラック等を好まし
く用いることができる。
【０１１２】次に現像粒子の製造例について説明する。
【０１１３】前記した様なバインダー樹脂、磁性粉、着
色剤、荷電制御剤、抵抗調整剤及びその他の添加剤等の
中から必要なものを選択し、それらを所定量ずつ十分混
合後、加圧ニーダや２軸混練装置等により加熱混練し、
冷却後、ハンマーミル、カッターミル等により粗粉砕す
る。次いで、ジェットミル、オングミル等によりさらに
微粉砕化した後、風力分級機等を用いて所定の平均粒径
になるまで分級し、現像粒子を得る。
【０１１４】このようにして得られた異なる帯電極性、
異なるコントラスト（光学的反射濃度）の粒子を、所定
の割合で混合攪拌することにより、所定の帯電量を有す
る現像剤を調製することができる。このとき流動性向上
剤等の第３成分（粒子）を添加、混合してもかまわな
い。
・かかる流動化剤について
流動性向上剤としては、例えばシリカ、アルミナ、酸化
チタン、チタン酸バリウム、チタン酸マグネシウム、チ
タン酸カルシウム、チタン酸ストロンチウム、酸化亜
鉛、ケイ砂、クレー、雲母、ケイ灰石、ケイソウ土、酸
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化クロム、酸化セリウム、ベンガラ、三酸化アンチモ
ン、酸化マグネシウム、酸化ジルコニウム、硫酸バリウ
ム、炭酸バリウム、炭酸カルシウム、炭化ケイ素、窒化
ケイ素などを挙げることができる。
【０１１５】特にシリカ、酸化アルミニウム、二酸化チ
タン、フツ化マグネシウム等の微粉末が好ましく、また
流動化剤を単独或いは組み合わせて添加してもよい。電
極無し可逆性画像表示媒体を採用する画像表示のための
現像粒子に対する静電場の形成は、例えば前記２枚のシ
ートのうちいずれか一方（例えば画像観察側のシート）
の表面に、表示しようとする画像に対応した静電潜像を
形成して該静電潜像に基づいて形成することができる。
この場合静電場の形成は、静電潜像の形成と同時的にな
されてもよいし、静電潜像形成後になされてもよい。静
電場の形成は、例えば静電潜像を形成するシートとは反
対側のシートに該静電場形成のための所定電位を設定す
ることで行える。該所定の電位の設定は例えば反対側シ
ートにバイアスを印加するか、又は該シートを接地する
ことで行える。
【０１１６】静電潜像は、例えば直接静電潜像形成装置
を用いて媒体表面（シート表面）に直接形成してもよい
し、外部静電潜像形成装置を用いて媒体外部で形成した
静電潜像を媒体表面（シート表面）に転写して形成して
もよい。
【０１１７】直接静電潜像形成装置としては、表示しよ
うとする画像に応じて媒体表面に放電して静電潜像電荷
をのせる各種の放電型静電潜像形成装置、表示しようと
する画像に応じて媒体表面に電荷注入して静電潜像電荷
をのせる各種の電荷注入型の静電潜像形成装置を例示で
きる。前者の例としてイオンフロー型の装置や、所定方
向（例えばシートを装置で走査するときの主走査方向）
に記録電極を配列した静電記録ヘッドを有するマルチス
タイラス型の装置を挙げることができ、後者の例として
所定方向（例えばシートを装置で走査するときの主走査
方向）に記録電極を配列するとともに該記録電極に隣り
合わせて隣接制御電極を配列した静電記録ヘッドを有す
るマルチスタイラス型装置を挙げることができる。
【０１１８】外部静電潜像形成装置としては、静電潜像
担持体上に表示しようとする画像に対応した静電潜像を
形成し、該静電潜像担持体上の静電潜像を前記シート表
面に転写するものを例示できる。さらに言えば、感光体
のような光導電体上に表示しようとする画像に対応した
静電潜像を形成し、該光導電体上の静電潜像を前記シー
ト表面に転写するものや、誘電体上に表示しようとする
画像に対応した静電潜像を形成し、該誘電体上の静電潜
像を前記シート表面に転写するものを例示できる。
【０１１９】画像表示にあたっては、いずれかの静電潜
像形成装置を含む電場形成装置を採用することができ
る。
【０１２０】このように転写であれ、直接形成であれ、
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画像表示媒体に静電潜像を形成すると、後ほど詳しく説
明するように、画像保持性が良好となる。特に流動性の
高い現像剤や、画像表示に先立って現像剤攪拌処理によ
り流動性が高められる現像剤を用いる場合に画像保持の
点で有利である。
【０１２１】なお、電極を有する可逆性画像表示媒体に
ついては、該電極に電圧を印加することで画像表示のた
めの静電場を形成できる。この媒体についての電場形成
装置は後ほど例示する。電極あり、電極無しのいずれの
可逆性画像表示媒体を採用する場合であれ、画像表示前
に前回表示の画像を消去する画像消去処理を施すように
してもよい。
【０１２２】画像消去処理は、例えば画像表示媒体にお
ける現像剤を構成している現像粒子を移動させる電界を
形成すること、現像剤に攪拌力を作用させること、又は
これらの両者により行える。攪拌力の付与は、例えば現
像剤に対し交番電界を形成する、振動磁場を形成する、
超音波を照射する、機械的振動を付与する、これらを組
み合わせる等により行える。
【０１２３】従ってまた、画像表示にあたっては、画像
消去装置として、例えば現像粒子を移動させる電界を形
成する電界形成装置を含んでいるもの、現像粒子に攪拌
力を作用させる攪拌装置を含んでいるもの、かかる電界
形成装置と攪拌装置の双方を含んでいるもの等を適宜採
用できる。
【０１２４】例えば電界のもとに前記２種類の現像粒子
のうち一方の同じ光学的反射濃度の（換言すれば、「同
じコントラストの」或いは「同じ色の」）現像粒子を一
方のシート側へ集めるとともに、他方の同じ光学的反射
濃度の現像粒子を他方のシート側へ集めるようにすれ
ば、画像消去できるとともに、次に新たな画像を形成す
るとき、画像部のみ現像粒子を移動させるだけでよいか
ら、それだけ画像表示が円滑、確実に、高品質になされ
る。
【０１２５】また例えば現像剤（現像粒子）の攪拌を行
うときは、画像が消去され、現像粒子の帯電量、流動性
が向上し、この場合もそれだけつぎの画像表示が円滑、
確実に、高品質になされる。
【０１２６】かかる電界形成装置としては、可逆性画像
表示媒体を間にして配置される一対の電極（通常金属）
又は誘電体と、これらにバイアス電圧を印加する電源装
置とを含んでいるものを例示できる。
【０１２７】この他さらに、画像表示媒体に放電して電
界を形成する各種の放電型電界形成装置、可逆性画像表
示媒体に電荷注入して電界を形成する各種の電荷注入型
電界形成装置を例示できる。前者の例としてコロナ帯電
装置、イオンフロー型の電界形成装置、所定方向に電極
を配列したヘッドを有するマルチスタイラス型の電界形
成装置を挙げることができ、後者の例として所定方向に
電極を配列するとともに該電極に隣り合わせて隣接制御
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電極を配列したヘッドを有するマルチスタイラス型電界
形成装置を挙げることができる。
【０１２８】また攪拌装置として、次のものを例示でき
る。
・可逆性画像表示媒体に対し交番電界を形成する装置。
【０１２９】この装置は現像剤粒子の少なくとも１種が
絶縁性である場合に利用できる。
・可逆性画像表示媒体に対し振動磁場を形成する装置。
【０１３０】この装置は現像剤粒子の少なくとも１種が
磁性体を含んでいる場合に利用できる。
・可逆性画像表示媒体に対し超音波を照射する装置。
・可逆性画像表示媒体に対し機械的振動を与える装置。
・上記装置を２以上組み合わせた装置。既述のように、
現像剤（現像粒子）の攪拌を行うときは、現像粒子の帯
電量、流動性が向上し、それだけ次の画像表示が円滑、
確実に、高品質になされる。
【０１３１】また、画像表示に先立って現像剤を攪拌す
ると、現像粒子の帯電量が安定し、この点でも良好に画
像表示できる。さらに、現像剤の帯電性、流動性の許容
幅が広がる利点もある。
【０１３２】よって、画像表示にあったっては、電極あ
り、電極無しのいずれの可逆性画像表示媒体を採用する
場合であれ、前記の画像消去処理を兼ねて、或いは画像
消去処理とは別途に、現像剤を攪拌してもよい。
【０１３３】電極無しの画像表示媒体を採用するときに
は、例えば画像表示媒体の表面（シート表面）に表示し
ようとする画像に対応した静電潜像を形成して該静電潜
像に基づいて該静電潜像形成と同時的に又は該静電潜像
形成後に画像表示のための静電場を形成するようにし、
該静電場形成と同時的に及び（又は）該静電場形成前に
現像剤を攪拌すればよい。
【０１３４】電極を有する画像表示媒体については、電
極間に電圧を印加して静電場を形成するようにし、該静
電場形成の前、又は該静電場形成と同時的に現像剤を攪
拌すればよい。  電極の有無に拘らず、現像剤攪拌は、
例えば電場形成装置に対する画像表示媒体の相対的搬送
方向において該電場形成装置による静電場形成領域又は
それより上流側で画像表示媒体搬送路に臨んでいる攪拌
装置を用いて行える。
【０１３５】現像剤攪拌方法や攪拌装置については、前
記画像消去処理に関連して例示した攪拌方法、攪拌装置
と同様の方法、装置を採用できる。
【０１３６】このように画像表示にあたり現像剤を攪拌
することでも、一層のコントラスト向上、さらなる駆動
電圧の低下が可能である。前記の電極無しの可逆性画像
表示媒体を採用する場合において画像表示にあたり、画
像表示媒体の表面（シート表面）に静電潜像を形成する
ときには、該静電潜像形成前に媒体表面を所定電位に一
様に帯電させ、その帯電域に表示しようとする画像に対
応する静電潜像を形成してもよい。そして該静電潜像に
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基づいて現像剤収容セル内の現像粒子に対し表示しよう
とする画像に対応する画素ごとに所定の静電場を形成す
ることで該現像粒子を移動させて画像表示してもよい。
【０１３７】かかる画像表示方法は、所定色の絶縁性液
体中に該液体の色とは異なる色の帯電した帯電現像粒子
を分散させ、これら絶縁性液体及び帯電現像粒子を所定
のギャップをおいて対向する、少なくとも一方が光透過
性を有する２枚のシートの間に密封した可逆性画像表示
媒体にも適用できる。
【０１３８】すなわち、画像表示に先立って、該画像表
示媒体の表面を一様に所定電位に帯電させる。そのあ
と、帯電した媒体表面に静電潜像を形成し、該静電潜像
に基づいて媒体内の絶縁性液体に分散している帯電現像
粒子に対し表示しょうとする画像に対応する画素ごとに
所定の静電場を形成するのである。
【０１３９】またかかる画像表示方法は、外表面のうち
半分の面と反対側の残り半分の面が色において互いに異
なるとともにイオン吸着量において互いに異なる球状現
像粒子がその周囲を絶縁性液体層で囲繞される状態で絶
縁性保持媒体中に埋め込まれている可逆性画像表示媒体
にも適用できる。
【０１４０】すなわち、画像表示に先立って、該画像表
示媒体の表面を一様に所定電位に帯電させる。そのあ
と、帯電した媒体表面に静電潜像を形成し、該静電潜像
に基づいて前記球状現像粒子に対し表示しょうとする画
像に対応する画素ごとに所定の静電場を形成することで
該球状現像粒子の互いに色の異なる面の向きを制御して
画像表示するのである。さらに言えば、絶縁性液体層に
囲繞されていて回転可能である球状現像粒子が静電場の
影響により反転し、画像が表示される。かかる球状現像
粒子の反転は、球状現像粒子の外表面のうち半分の面と
反対側の残り半分の面がイオン吸着量において互いに異
なっており、従って電界の方向により面の向きが変化す
ることで起こる。また、球状現像粒子の外表面のうち半
分の面と反対側の残り半分の面が色において互いに異な
っているから、これにより画像表示できる。
【０１４１】セル内包の現像粒子、絶縁性液体中の現像
粒子、回転可能の球状粒子のいずれを採用する媒体であ
れ、媒体上の静電潜像は、例えば前記帯電工程で帯電し
た媒体表面に直接形成することで、或いは媒体外部で静
電潜像担持体上に形成した静電潜像を前記帯電工程で帯
電した媒体表面に転写形成することで形成できる。
【０１４２】媒体上に形成される静電潜像の領域の帯電
極性は、該静電潜像の形成に先立つ媒体表面の一様な帯
電による帯電領域の帯電極性と同極性であっても、異な
る極性であっても、或いは０〔Ｖ〕であってもよい。
【０１４３】静電場の形成は静電潜像形成と同時的にな
されてもよいし、この他、静電潜像形成後に媒体にバイ
アス電圧を印加する、該媒体を接地するなどしてなされ
てもよい。
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【０１４４】このように画像表示媒体表面を予め一様に
所定電位に帯電させてから、該帯電域に静電潜像を書き
込むと、媒体構造に応じて、前記の現像剤収容セル内の
帯電現像粒子或いは絶縁性液体中の帯電現像粒子を移動
させたり、前記の球状現像粒子を反転させたりできる。
そしてさらには移動した現像粒子や反転した現像粒子を
その位置に保持するに十分な静電場が形成される。換言
すれば画像表示媒体表面を予め一様に所定電位に帯電さ
せてから、該帯電域に静電潜像を書き込むと、画像保持
性が良好となる。特に流動性の高い現像剤や、画像表示
に先立って現像剤攪拌処理により流動性が高められる現
像剤を用いる場合に画像保持の点で有利である。これら
によりコントラストに優れた高品質の画像を長期にわた
り安定的に表示できる。
【０１４５】なお、絶縁性液体中に帯電現像粒子を分散
させた媒体、球状現像粒子を含む媒体のいずれについて
も、異なる静電場を形成したり、交番電場を形成するな
どして画像を消去できるし、異なる静電潜像を形成する
ことで画像を書き換えることもできる。以上説明した各
種可逆性画像表示媒体及びそれを利用した可逆性画像表
示方法によると、コントラスト良好に、高解像度で高品
質な画像を長期にわたり安定的に表示できる。さらに残
像が発生しにくく、従って良好な可逆性を示し、この点
でも高品質な画像を表示できる。駆動電圧を低く済ませ
ることも可能である。画像ムラ少なく画像表示すること
も可能である。以下、現像粒子及び現像剤の具体例を説
明し、さらに図面を参照して可逆性画像表示媒体、可逆
性画像表示方法、画像形成装置等のそれぞれの具体的例
を説明する。
＜現像粒子及び現像剤＞
・白色現像粒子ＷＰ
熱可塑性ポリエステル樹脂（軟化点１２１℃、ガラス転
移点６７℃）１００重量部と、酸化チタン（石原産業社
製：ＣＲ－５０）４０重量部と、負荷電制御剤としてサ
リチル酸亜鉛錯体（オリエント化学社製：ボントロンＥ
－８４）５重量部とをヘンシェルミキサーで十分に混合
した後、２軸押し出し機で混練後冷却した。該混練物を
粗粉砕し、その後ジェット粉砕機で粉砕し、風力分級し
て白色微粉末を得た。白色微粉末は体積平均粒径が０．
７μｍ、２．１μｍ、１０．１μｍ、４６．２μｍ、５
５．３μｍのものを得た。
【０１４６】各粒径の白色微粉末に対し、その後に疎水
性シリカ粒子（日本アエロジル社製：アエロジルＲ－９
７２）０．３重量部を加え、ヘンシェルミキサーにより
混合処理を行い実質上次の粒径の白色現像粒子ＷＰ（Ｗ
Ｐ１～ＷＰ５）を得た。
【０１４７】
粒子ＷＰ１：体積平均粒径    ０．７μｍ
粒子ＷＰ２：体積平均粒径    ２．１μｍ
粒子ＷＰ３：体積平均粒径  １０．１μｍ
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粒子ＷＰ４：体積平均粒径  ４６．２μｍ
粒子ＷＰ５：体積平均粒径  ５５．３μｍ
これらの白色現像粒子は非導電性粒子である。
・黒色現像粒子ＢＰ
スチレンーｎブチルメタクリレート系樹脂（軟化点１３
２℃、ガラス転移点６５℃）１００重量部と、カーボン
ブラック（ライオン油脂社製，ケッチェンブラックＥ
Ｃ）を４重量部と、シリカ（日本アエロジル社製  ♯２
００）を１．５重量部と、マグネタイト系磁性粉（ＲＢ
－ＢＬ  チタン工業社製）５００重量部とをヘンシェル
ミキサーで充分混合した後、ベント二軸混練装置で混練
した。
【０１４８】この混練物を冷却後フェザーミルで粗粉砕
した後、ジェットミルで微粉砕し、これを風力分級機で
分級して次の体積平均粒径の黒色粒子ＢＰ（ＢＰｏ、Ｂ
Ｐ１～ＢＰ５）を得た。
【０１４９】
粒子ＢＰｏ：体積平均粒径    ２５．０μｍ
粒子ＢＰ１：体積平均粒径      ０．８μｍ
粒子ＢＰ２：体積平均粒径      ３．０μｍ *
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*粒子ＢＰ３：体積平均粒径    ２５．１μｍ
粒子ＢＰ４：体積平均粒径    ８７．７μｍ
粒子ＢＰ５：体積平均粒径  １２１．０μｍ
これらの黒色現像粒子は磁性粒子である。
・現像剤ＤＬ
前記白色粒子ＷＰ３（１０．１μｍ）と黒色粒子ＢＰｏ
（２５．０μｍ）を白色粒子２０ｇ、黒色粒子８０ｇの
割合でポリエチレン製のボトルに入れ、ボールミル架台
にて回転させて３０分間混合攪拌を行い現像剤ＤＬ（Ｄ
Ｌｏ）を得た。
【０１５０】また、白色粒子及び黒色粒子を以下の組み
合わせで、且つ、白色粒子２０ｇと黒色粒子８０ｇとを
ポリエチレン製のボトルに入れ、ボールミル架台にて回
転させて３０分間混合攪拌を行い、以下の現像剤ＤＬ
（ＤＬ１～ＤＬ９）を作るとともに、比較例現像剤とし
て以下の現像剤Ｄｅ１～Ｄｅ１６を作った。
【０１５１】いずれの現像剤でも、白色粒子はマイナス
に、また黒色粒子はプラスに帯電していた。
【０１５２】

        現像剤ＤＬ１  ：ＷＰ２(2.1μm)  ＋ＢＰ２(3.0μm ) 

        現像剤ＤＬ２  ：ＷＰ３(10.1 μm)＋ＢＰ２
        現像剤ＤＬ３  ：ＷＰ４(46.2 μm)＋ＢＰ２
        現像剤ＤＬ４  ：ＷＰ２＋ＢＰ３(25.1 μm)
        現像剤ＤＬ５  ：ＷＰ３＋ＢＰ３
        現像剤ＤＬ６  ：ＷＰ４＋ＢＰ３
        現像剤ＤＬ７  ：ＷＰ２＋ＢＰ４(87.7 μm)
        現像剤ＤＬ８  ：ＷＰ３＋ＢＰ４
        現像剤ＤＬ９  ：ＷＰ４＋ＢＰ４
  比較例現像剤Ｄｅ１  ：ＷＰ１(0.7μm)    ＋ＢＰ１(0.8μm )
 
  比較例現像剤Ｄｅ２  ：ＷＰ２(2.1μm)    ＋ＢＰ１
  比較例現像剤Ｄｅ３  ：ＷＰ３(10.1 μm)  ＋ＢＰ１
  比較例現像剤Ｄｅ４  ：ＷＰ４(46.2 μm)  ＋ＢＰ１
  比較例現像剤Ｄｅ５  ：ＷＰ５(55.3 μm)  ＋ＢＰ１
  比較例現像剤Ｄｅ６  ：ＷＰ１(0.7μm)    ＋ＢＰ２(3.0μm )
 
  比較例現像剤Ｄｅ７  ：ＷＰ５(55.3 μm)  ＋ＢＰ２
  比較例現像剤Ｄｅ８  ：ＷＰ１(0.7μm)    ＋ＢＰ３(25.1 μm
)
  比較例現像剤Ｄｅ９  ：ＷＰ５(55.3 μm)  ＋ＢＰ３
  比較例現像剤Ｄｅ１０：ＷＰ１(0.7μm)    ＋ＢＰ４(87.7 μm
)
  比較例現像剤Ｄｅ１１：ＷＰ５(55.3 μm)  ＋ＢＰ４
  比較例現像剤Ｄｅ１２：ＷＰ１(0.7μm)    ＋ＢＰ５(121μm)

  比較例現像剤Ｄｅ１３：ＷＰ２(2.1μm)    ＋ＢＰ５
  比較例現像剤Ｄｅ１４：ＷＰ３(10.1 μm)  ＋ＢＰ５
  比較例現像剤Ｄｅ１５：ＷＰ４(46.2 μm)  ＋ＢＰ５
  比較例現像剤Ｄｅ１６：ＷＰ５(55.3 μm)  ＋ＢＰ５

なお比較例現像剤として次の現像液も調製した。
・比較例現像液ｄ１
イソパラフィン系炭化水素（商品名：アイソパＧ、エク
ソン化学（株）製）１００ｍｌにスーダンブラックＸ６
０（ＢＡＳＦ社製、商品名）１ｇを添加して十分に溶解

混合させ、着色液体を作製した。
【０１５３】これに二酸化チタン粒子（石原産業社製：
ＣＲ－５０）を１０ｇと、０．５ｗｔ％のスルホールＢ
ａ－３０Ｎ（（株）松村石油研究所製バリウムスルホネ
ート）のＩＰソルベント１６２０溶液７０ｇとを混合
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し、サンドグラインダー（ＩＧＡＲＡＳＨＩ  ＫＩＫＡ
Ｉ  ＳＥＩＺＯ  ＣＯ．，Ｌｔｄ．製）を用い、メディ
アとして直径１ｍｍのガラスビーズ（１５００ｃｃ）を
用いて、ウォータージャケット付き１／８ＧＬベツセル
にて、冷却水温度２０℃、ディスク回転数２０００ｒｐ
ｍで１５時間処理することにより湿式グラインデイング
処理した。
【０１５４】この濃厚液体現像剤１００重量部に、ＩＰ
ソルベント１６２０を９００重量部加えて希釈し、Ｔ．
Ｋ．オートホモミクサーＭ型（特殊機化工業（株）製）
を用いて１００００ｒｐｍにて５分間分散処理すること
により現像液ｄ１を得た。
＜可逆性画像表示媒体＞
・可逆性画像表示媒体１１
図３及び図４に可逆性画像表示媒体の１例を示す。図３
及び図４に示す媒体１１は、第１シート１１１と第２シ
ート１１２とを含んでいる。これらシート１１１、１１
２は両者間に所定のギャップをおいて対向している。シ
ート１１１、１１２の間には、隔壁１１３が設けられて
おり、これら隔壁１１３により両シート間ギャップが所
定のものに確保されている．すなわち隔壁１１３は両シ
ート１１１、１１２間のスペーサを兼ねている。また両
シート１１１、１１２が隔壁１１３により相互に連結固
定されている。
【０１５５】第１シート１１１は、例えば透明ガラス等
の光透過性板、透明樹脂フィルム等で形成される。この
シート１１１は画像観察側のシートとされる。
【０１５６】このシートの第２シート１１２と対向する
内面に第１電極１１４が設けられている。第１電極１１
４はシート１１１の内面のうち画像表示領域の全体にわ
たって連続している。第１電極１１４は例えば酸化イン
ジウム錫（ＩＴＯ）等で形成される透明電極である。
【０１５７】第２シート１１２は必ずしも透明である必
要はないが、例えば透明ガラス等の光透過性板、樹脂フ
ィルム等で形成される。
【０１５８】第２シート１１２の第１シート１１１との
対向内面には、第２電極１１５が形成されている。第２
電極１１５はここでは複数の個別電極１１５ａが碁盤目
状に配列されたものである。各個別電極は必ずしも透明
電極である必要はないが、例えば透明ＩＴＯ膜で形成さ
れる。
【０１５９】前記の隔壁１１３は、図５に示すように第
２シート１１２の内面に格子状に立設形成され、これに
より、それぞれが隔壁１１３の一部を仕切り壁として四
角形状に仕切られた複数の現像剤収容セル１１６が形成
されており、前記の個別電極１１５ａはセル１１６のそ
れぞれに一つずつ配置されている。すなわちここでは一
つのセルが一つの画素に対応している。
【０１６０】さらに各セルに相互に摩擦帯電した白色現
像粒子ＷＰ及び黒色現像粒子ＢＰを含む乾式現像剤ＤＬ
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が収容されている。
【０１６１】各セルは密閉されており、該セルから現像
剤ＤＬが漏れ出ることはない。
【０１６２】シート間ギャップ、或いは隔壁１１３の高
さ、或いは第１電極１１４と第２電極１１５間の距離
は、それには限定されないが、例えば２０μｍ～１ｍｍ
の間に設定される。
【０１６３】この画像表示媒体１１における第２電極１
１５を横成している個別電極１１５ａは、図６に示すよ
うにそれぞれにリード部１１０が接続形成され、これら
リード部を介して図１に示すように電極選択回路１１７
に接続される。電極選択回路１１７には正駆動電圧発生
回路１１８ａ、負駆動電圧発生回路１１８ｂ及び表示デ
ータ制御部１１９を接続してある。個別電極１１５ａの
それぞれは、電極選択回路１１７から独立して駆動電圧
が印加されるようになっており、また、表示データ制御
部１１９は、図示を省略した表示データ出力手段（例え
ばコンピュータ、ワードプロセッサ、ファクシミリ機
等）から表示データが入力され、これに基づいて電極選
択回路１１７を制御する。換言すれば、これら電極選択
回路等は電極有り可逆性画像表示媒体のための電場形成
装置或いは画像形成装置の１例を構成している。
【０１６４】かくして画像表示媒体１１における第１電
極１１４を接地電極として、該電極１１４と各個別電極
１１５ａのそれぞれとの間に、表示データ制御部１１９
で所望の画像表示がなされるように制御されている電極
選択回路１１７を介して正駆動電圧発生回路１１８ａ又
は負駆動電圧発生回路１１８ｂから所定の電圧を印加
し、各画素ごとに所定の電場を形成することで、図３に
示すように現像剤ＤＬにおいて現像粒子が混合されてい
る状態から図４に示すように現像粒子ＷＰ、ＢＰがそれ
ぞれ電場に応じて移動する。かくして所定のコントラス
トで画像を表示することができる。例えば図７に示すよ
うに画像表示できる。図７においてＢｋは黒色表示部分
であり、Ｗは白色表示部分である。
【０１６５】なお、図４に示すローラＲ２については後
ほど説明する。
・可逆性画像表示媒体１２
図８及び図９に画像表示媒体の他の例を示す。図８
（Ａ）は可逆性画像表示媒体１２の画像表示前の断面図
であり、図８（Ｂ）は画像表示時の１例の断面図であ
る。図９は媒体１２の一部を切り欠いて示す平面図であ
る。
【０１６６】図８及び図９に示す画像表示媒体１２は、
全体が矩形の媒体であり、第１シート１２１、第２シー
ト１２２及びこれら両シート間の隔壁１２３を含んでい
る。
【０１６７】第１シート１２１と隔壁１２３とは合成樹
脂基材を加熱型押し成形して一体的に形成されている。
少なくとも第１シート１２１は透明であり、画像観察側
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のシートとされる。第２シート１２２も合成樹脂シート
である。
【０１６８】隔壁１２３は媒体１２の縦方向辺と平行に
延びる複数本の縦仕切り壁１２３ａからなり、各隣り合
う縦仕切り壁の間に現像剤収容セル１２４が提供されて
いる。各セル１２４には相互に摩擦帯電した白色現像粒
子ＷＰ及び黒色現像粒子ＢＰを含む現像剤ＤＬが収容さ
れている。
【０１６９】媒体１２の周縁部において両シート１２
１、１２２はヒートシールされて封止部１２０とされて
いる。封止部１２０のうち縦仕切り壁１２３ａの長手方
向における両端部に連設されて各セルの両端部を封止し
ている部分１２０ａはセル１２４を形成する仕切り壁を
兼ねている。
【０１７０】各仕切り壁１２３ａは幅α、高さｈで、隣
り合う縦仕切り壁１２３ａ間隔をｐｔとして形成されて
いる。
【０１７１】各セルは密閉されており、該セルから現像
剤ＤＬが漏れ出ることはない。
【０１７２】隔壁１２３（仕切り壁１２３ａ）は両シー
ト１２１、１２２間を所定のギャップに維持するスペー
サを兼ねている。
【０１７３】既述のとおり、いずれのシート１２１、１
２２も厚さ５μｍ～１００μｍの範囲で形成することが
好ましく、仕切り壁１２３ａの高さｈ（換言すればシー
ト間ギャップ）は２０μｍ～３００μｍが好ましい。ま
た、媒体１２全体の厚みは３０μｍ～５００μｍが好ま
しい。
【０１７４】また、静電潜像を形成する第１シート１２
１の表面抵抗率は１０10Ω／□～１０16Ω／□、第２シ
ート１２２の表面抵抗率は１０7 Ω／□以下が好まし
い。
【０１７５】媒体１２は例えば図１１に示す画像形成装
置により画像表示させることができる。
【０１７６】図１１に示す画像形成装置は、図中矢印方
向に回転駆動される感光体ドラムＰＣを含んでいる。こ
の感光体ドラムＰＣの周囲にスコロトロン帯電器ＣＨ、
レーザー画像露光装置ＥＸ、イレーサランプＩＲが配置
してある。感光体ドラムＰＣの下方には回転駆動される
電極ローラＲ１を配置してある。電極ローラＲ１は画像
表示のための静電場を形成するための現像電極ローラで
ある。ローラＲ１には電源ＰＷ１からバイアス電圧を印
加できる。ローラＲ１はローラＲ１とは反対方向に回転
駆動される（或いは往復回転駆動される）回転磁極ロー
ラＲ２を内蔵してもよい。
【０１７７】かかる感光体ドラムＰＣ表面を帯電器ＣＨ
により帯電させた後、その帯電域に露光装置ＥＸにより
画像露光してドラムＰＣ上に静電潜像ＥＩを形成する。
一方、電極ローラＲ１には電源ＰＷ１からバイアスを印
加する。
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【０１７８】そして感光体ドラムＰＣ上の静電潜像ＥＩ
と同期をとって該ドラムと電極ローラＲ１との間に媒体
１２を送り込む。
【０１７９】かくして、媒体１２の各セル１２４に内包
された現像剤ＤＬの現像粒子ＢＰ、ＷＰに対し画素ごと
に所定の静電場が形成され、これにより該静電場と帯電
現像粒子との間に働くクーロン力にて該現像粒子が移動
する。そして、図８（Ａ）に示すように現像剤ＤＬにお
いて白黒粒子ＷＰ、ＢＰが混合されている状態から図８
（Ｂ）に示すように白色粒子ＷＰ、黒色粒子ＢＰがそれ
ぞれ電場に応じて移動する。かくして所定のコントラス
トで画像を表示することができる。例えば図１０に示す
ように画像表示できる。図１０においてＢｋは黒色表示
部分であり、Ｗは白色表示部分である。
【０１８０】以上のように画像表示したのちは、次回の
プリントに備えて、感光体ドラムＰＣ表面の電荷をイレ
ーサーランプＩＲで消去しておく。
【０１８１】なお、この画像表示にあたり、磁極ローラ
Ｒ２を設け、これを回転させると、各セル１２４内の現
像剤ＤＬが攪拌されて現像粒子ＢＰ、ＷＰが移動しやす
くなり、一層良好な画像を表示できるし、駆動電圧も低
くて済むようになる。
【０１８２】前記の図３に示す媒体１１についてもかか
る回転磁極ローラＲ２を採用できる。
・可逆性画像表示媒体１３
図１２に可逆性画像表示媒体のさらに他の例の断面図を
示す。図１２に示す画像表示媒体１３は、図８に示す媒
体１２の第２シート１２２の外面に導電性膜１２２Ａを
形成したもので、その他の点は媒体１２と同じである。
媒体１２と同じ部分については同じ参照符号を付してあ
る。
【０１８３】この媒体１３についても、例えば図１１に
示す画像形成装置を用いて所定のコントラストで画像表
示できる。なお、電極ローラＲ１を用いる代わりに、第
２シート１２２表面上の導電性膜１２２Ａを接地しても
よい。
・他の可逆性画像表示媒体
他の可逆性画像表示媒体として次のものを例示する。
ａ）前記の媒体１１～１３において、現像剤収容セルの
形状を図１（Ａ）～図１（Ｉ）のうちから選ばれた他の
形状とした媒体、
ｂ）前記の媒体１１～１３において、現像剤収容セルに
図２（Ａ）から図２（Ｈ）のいずれかに示す現像剤移動
抑制部材を設けた媒体、
ｃ）媒体１１～１３で採用した以外の現像剤収容セルを
採用するとともにいずれかの現像剤移動抑制部材を採用
した媒体。以上、図面を参照して説明した各画像表示媒
体、並びに今述べた他の媒体は、画像表示、画像消去を
繰り返すことができる。また現像粒子ＷＰ、ＢＰはセル
に内包されており、外部からの現像剤供給を必要としな
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い。これらにより従来における画像表示にまつわる紙等
の媒体、現像剤等の消耗品の使用を大幅に抑制すること
ができる。また画像表示にあたり従来のようにトナーを
媒体に溶着する熱エネルギーを必要としないから作像エ
ネルギーがそれだけ少なく済む。よって今日の環境負荷
低減に応えることができる。
【０１８４】また、各媒体１１、１２、１３等は、色の
異なる現像粒子ＷＰ、ＢＰを含む乾式現像剤ＤＬを採用
しているから一方の現像粒子ＷＰ（又はＢＰ）による他
方の現像粒子ＢＰ（又はＷＰ）による隠蔽度が良好であ
り、それだけコントラスト良好に画像表示できる。
【０１８５】また、セルに内包されている現像粒子Ｗ
Ｐ、ＢＰは互いに異なる帯電極性に帯電しており、従っ
てそれだけ画像表示にあたりクーロン力を受けて容易に
移動できるから、この点でもコントラスト良好に画像表
示でき、前回の残像も発生し難い。
【０１８６】さらに、現像剤として乾式現像剤ＤＬを採
用しているので、現像粒子の沈降、凝集が起こり難く、
それだけ画像表示におけるコントラストの低下が少な
く、長期にわたり安定した画像表示を行える。現像粒子
の沈降、凝集が起こり難いから前回表示画像の残像も生
じ難い。乾式現像剤ＤＬは経時変化が少ないからこの点
でも長期にわたり安定した画像表示を行える。
【０１８７】また１画素を小さくできるから、そうする
ことで高解像度に画像表示できる。
【０１８８】これらにより、優れたコントラストで、高
解像度で高品質に長期にわたり安定的に画像表示でき
る。次に可逆性画像表示媒体のさらに具体例媒体（実施
例媒体）とそれを用いた画像表示について説明する。
（実施例１）図３から図７に示すタイプの電極付き可逆
性画像表示媒体であって次のように形成したもの。
【０１８９】すなわち、厚さ１００μｍの透明ＰＥＴ
（ポリエチレンテレフタレート）フィルムからなる第１
シート１１１に、第１電極１１４としてＩＴＯ膜をスパ
ッタリング法により５００Åの膜厚で全面に成膜する。
【０１９０】次に、全面にＡＬ蒸着層が形成されたＰＥ
Ｔフィルムを用い、フォトレジストを塗布して、露光、
現像、エッチングによりパターニングした後、フォトレ
ジスト層の剥離除去を行い、２次元配列された個別画素
電極１１５ａ群を有する第２シート１１２を形成する。
【０１９１】こうして形成した透明個別画素電極群１５
１ａは、例えば図６に示すように縦横５ｍｍの正方形状
の電極が、電極間隔０．５ｍｍで碁盤目状に配列された
配置状態にあり、それぞれの個別電極に電圧を印加でき
るようにリード部１１０が個別電極間にパターニングさ
れている。
【０１９２】この第２シート１１２上の個別電極以外の
部分（個別電極間とそれらの周囲領域に厚膜レジストを
繰り返し塗布して、高さ９０μｍの隔壁１１３を格子状
に形成した（図５参照）。この格子状隔壁１１３の各凹
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部をセル１１６の空間としてそれらに現像剤ＤＬを９０
％の高さまで入れる。現像剤ＤＬは先に述べた現像剤の
幾つかの例のうち現像剤ＤＬ（ＤＬｏ）であり、白色現
像粒子ＷＰ（ＷＰ３１０．１μｍ）と黒色現像粒子ＢＰ
（ＢＰｏ  ２５．０μｍ）を含んでいる。
【０１９３】次に隔壁１１３上部にのみ光硬化性接着剤
１１９ａを薄く塗布した後、第１シート１１１を密着さ
せ、紫外線照射により該接着剤を硬化させシート１１１
を接着する。
【０１９４】その後、第１及び第２シート１１１、１１
２の周囲を図３等に示すようにエポキシ系接着剤１１９
ｂにてシールして封止し、実施例１の可逆性画像表示媒
体を得た。
【０１９５】なお、この媒体１１に対する比較例とし
て、各セル空間に前記の現像液ｄｌを気泡が入らないよ
うに充填した以外は、媒体１１と同様にして比較例媒体
Ｅ１も併せて形成した。
【０１９６】以上説明した実施例１の媒体については、
個別電極１１５ａのうち黒く表示させたい画素に対応す
る電極には＋１００Ｖを、白く表示させたい画素に対応
する電極には－１００Ｖをそれぞれ印加した。このよう
にして表示データに応じた電圧をそれぞれ印加して、図
７に例示するように所望の画像表示を行うことができ
た。
【０１９７】比較例画像表示媒体Ｅ１（図示省略）にも
実施例１の媒体と同様に＋１００Ｖ、－１００Ｖの電圧
を印加して画像表示させ、実施例１の媒体とともに画像
コントラストの評価を行った。
【０１９８】コントラストの評価は、黒色部Ｂｋ及び白
色部Ｗの画像濃度を反射濃度計（コニカ社製：SAKURA  
DENSITOMETER  PDA －65）を用いて測定し、その比（Ｂ
Ｋ／Ｗ）により評価した。反射濃度比が１０．０以上を
良好（◎）、７．０以上１０．０未満を許容可（○）、
７．０未満を不良（×）とした。なお、コントラストの
評価方法は特にことわらない限り、本明細書においてい
ずれも同じである。
【０１９９】評価結果は次のとりおであった。
・実施例１の媒体
黒色部の反射濃度（ＢＫ）は１．５、白色部の反射濃度
（Ｗ）は０．１で、反射濃度比は１５．０と良好（◎）
であった。
・比較例媒体Ｅ１
黒色部の反射濃度は０．６、白色部の反射濃度は０．１
で、反射濃度比は６．０と不良（×）であった。
（実施例２）図８～図１０に示すタイプの電極無し可逆
性画像表示媒体であって次のように形成したもの。
【０２００】透明なＰＥＴからなる基材を加熱形押し、
平均厚さ２５μｍの第１シート１２１と平行な複数本の
仕切り壁１２３ａからなる隔壁１２３を一体的に形成し
た。各仕切り壁１２３ａの幅α＝２０μｍ、高さｈ＝１
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００μｍ、隣り合う仕切り壁間隔ｐｔ＝２００μｍであ
る。
【０２０１】各隣り合う仕切り壁１２３ａ間に提供され
るセル１２４に現像剤ＤＬをその空間高さの９０％まで
入れ、そのあと隔壁１２３の上部にのみ光硬化性接着剤
１２３ｂを塗布した後、その上に厚さ２５μｍの第２シ
ート１２２を密着させ、その後紫外線照射により該接着
剤を硬化させた。シート１２１、１２２の周縁部はヒー
トシールして封止部１２０とした。かくして実施例２の
可逆性画像表示媒体を形成した。
【０２０２】現像剤ＤＬは先に述べた現像剤ＤＬ（ＤＬ
ｏ）であり、白色現像粒子ＷＰ（ＷＰ３  １０．１μ
ｍ）と黒色現像粒子ＢＰ（ＢＰｏ  ２５．０μｍ）を含
んでいる。
（実施例３）実施例２の媒体１２において、第２シート
１２２の外表面にアルミニウム蒸着により図１２に示す
ように導電性膜１２２Ａを形成したもので、その他の点
は実施例２の媒体１２と同じもの。
【０２０３】この実施例２、３の媒体について図１１に
示す画像形成装置を用いて次のように画像表示した。
【０２０４】チヤージャＣＨにより感光体ドラムＰＣ表
面を＋１０００Ｖに帯電させ、その帯電域に画像露光し
て静電潜像ＥＩを形成する一方、電極ローラＲ１にバイ
アス＋５００Ｖを印加し、感光体ドラムＰＣと電極ロー
ラＲ１との間に媒体１２を通過させた。このとき、感光
体ドラムＰＣの周速と、対向電極ローラＲ１の周速との
比（周速比）θについてはθ＝１で一定とした。
【０２０５】かくして、図１０に示すような画像を表示
できた。
【０２０６】なお、この実施例２、３の媒体に対する比
較例として、実施例２の媒体の各セル空間に前記の現像
液ｄｌを気泡が入らないように充填した以外は、これら
媒体と同様にして比較例媒体Ｅ２（図示省略）も併せて
形成した。
【０２０７】実施例２、３の媒体及び比較例媒体Ｅ２に
ついても、図１１に示す画像形成装置を用いて画像表示
させ、画像コントラストの評価を行った。
【０２０８】評価結果は次のとりおであった。
・実施例２の媒体
黒色部の反射濃度（Ｂｋ）は１．５、白色部の反射濃度
（Ｗ）は０．１で、反射濃度比は１５．０と良好（◎）
であった。
・実施例３の媒体
黒色部の反射濃度（Ｂｋ）は１．６、白色部の反射濃度
（Ｗ）は０．１で、反射濃度比は１６．０と良好（◎）
であった。
・比較例媒体Ｅ２
黒色部の反射濃度は０．６、白色部の反射濃度は０．１
で、反射濃度比は６．０と不良（×）であった。次に画
像表示媒体により提供される単位面積Ｓｏにおける非画
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像部の面積Ｓｎの割合Ｓｎ／Ｓｏを０．０００１以上
０．５以下とすること、或いは前記の（１－Ｓａ／Ｓ
ｂ）の値を０．０００１以上０．５以下とすることが好
ましいことを示す実施例媒体（実施例４～９）及び比較
例媒体Ｅ３～Ｅ４について説明する。
（実施例４）実施例２の媒体（仕切り壁厚さα＝２０μ
ｍ、隣り合う仕切り壁間隔ｐｔ＝２００μｍ）におい
て、Ｓｎ／Ｓｏが０．０９１である媒体。この媒体は実
質上実施例２の媒体と同構造である。
【０２０９】画像コントラストの評価は図１１に示す画
像形成装置を用い図１３（Ａ）に示すように右側２分の
１が黒色部Ｂｋ、左側２分の１が白色部Ｗの画像を表示
させて行った。画像形成にあったては、チヤージャＣＨ
により感光体ドラムＰＣ表面を＋１０００Ｖに帯電さ
せ、その帯電域に画像露光して静電潜像ＥＩを形成する
一方、電極ローラＲ１にバイアス＋５００Ｖを印加し、
感光体ドラムＰＣと電極ローラＲ１との間に媒体を通過
させた。このとき、感光体ドラムＰＣの周速と、対向電
極ローラＲ１の周速との比（周速比）θについてはθ＝
１で一定とした。
【０２１０】画像コントラスト評価結果は、黒色部の反
射濃度が１．６５、白色部の反射濃度が０．１３３で、
反射濃度比（Ｂｋ／Ｗ）は１２．４（◎）であった。
（実施例５）実施例２の媒体において、現像剤収容セル
の形状、配列を図１（Ｄ）に示す碁盤目状とし、セルを
形成する仕切り壁の厚さ（幅）αを２０μｍ、隣り合う
仕切り壁間隔ｐｔを２００μｍ（換言すればセル寸法を
２００μｍ×２００μｍ）とし、Ｓｎ／Ｓｏは０．１７
４とした媒体。その他は実施例２の媒体と同様である。
【０２１１】この媒体について実施例４の媒体と同様の
画像形成装置、画像形成条件で同様の画像を形成した。
【０２１２】画像コントラスト評価結果は、黒色部の反
射濃度が１．５２、白色部の反射濃度が０．１３５で、
反射濃度比（Ｂｋ／Ｗ）は１１．２（◎）であった。
（実施例６）実施例１の電極付き媒体（セルが碁盤目状
のもの）において、セル１１６の空間寸法を２００μｍ
×２００μｍとし、セルを形成する仕切り壁を兼ねる隔
壁１１３の厚さ（幅）を２０μｍとし、Ｓｎ／Ｓｏは
０．１７４とした媒体。その他は実施例１の媒体と同様
である。。
【０２１３】この媒体について実施例１の媒体と同様の
電場形成装置、画像形成条件で図１３（Ａ）と同様の画
像を形成した。
【０２１４】画像コントラスト評価結果は、黒色部の反
射濃度が１．５９、白色部の反射濃度が０．１３５で、
反射濃度比（Ｂｋ／Ｗ）は１１．８（◎）であった。
（実施例７）実施例２の媒体において、図２（Ａ）で示
すと同様に縦横寸法β１×β２＝６０μｍ×１０μｍの
現像剤移動抑制柱部材を分散立設し、且つ、媒体単位面
積γ１×γ２＝１０００μｍ×８００μｍの中に該抑制
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部材が一つずつ配置されるパターンを繰り返している媒
体。Ｓｎ／Ｓｏは０．０００８である。その他は実施例
２の媒体と同様である。
【０２１５】この媒体について実施例４の媒体と同様の
画像形成装置、画像形成条件で同様の画像を形成した。
【０２１６】画像コントラスト評価結果は、黒色部の反
射濃度が１．８０、白色部の反射濃度が０．１３０で、
反射濃度比（Ｂｋ／Ｗ）は１３．８（◎）であった。
（実施例８）実施例２の媒体において、各セルの中に、
図２（Ｆ）で示すように、縦横寸法β１×β２＝６０μ
ｍ×１０μｍの現像剤移動抑制柱部材をδ＝１０００μ
ｍ間隔で立設した媒体。Ｓｎ／Ｓｏは０．１０１であ
る。その他は実施例２の媒体と同様である。
【０２１７】この媒体について実施例４の媒体と同様の
画像形成装置、画像形成条件で同様の画像を形成した。
【０２１８】画像コントラスト評価結果は、黒色部の反
射濃度が１．６３、白色部の反射濃度が０．１３３で、
反射濃度比（Ｂｋ／Ｗ）は１２．３（◎）であった。
（実施例９）実施例２の媒体において、現像剤収容セル
の形状、配列を図１（Ｄ）に示す碁盤目状とし、セルを
形成する仕切り壁の厚さ（幅）αを５０μｍ、隣り合う
仕切り壁間隔ｐｔを１５０μｍ（換言すればセル寸法を
１５０μｍ×１５０μｍ）とし、さらに各セル内に縦横
寸法β１×β２＝６０μｍ×１０μｍの現像剤移動抑制
柱部材を一つずつ立てた媒体。Ｓｎ／Ｓｏは０．４６８
である。その他は実施例２の媒体と同様である。
【０２１９】この媒体について実施例４の媒体と同様の
画像形成装置、画像形成条件で同様の画像を形成した。
【０２２０】画像コントラスト評価結果は、黒色部の反
射濃度が１．０３、白色部の反射濃度が０．１４４で、
反射濃度比（Ｂｋ／Ｗ）は７．２（○）であった。
（比較例媒体Ｅ３）実施例２の媒体において、図２
（Ｈ）で示すと同様に縦横寸法β１×β２＝２０μｍ×*
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*２０μｍの現像剤移動抑制柱部材を分散立設し、且つ、
媒体単位面積γ１×γ２＝５０００μｍ×２０００μｍ
の中に該抑制部材が一つずつ配置されるパターンを繰り
返している媒体。Ｓｎ／Ｓｏは０．００００４である。
その他は実施例２の媒体と同様である。
【０２２１】この媒体について実施例４の媒体と同様の
画像形成装置、画像形成条件で同様の画像を形成した。
【０２２２】画像コントラスト評価結果は、黒色部の反
射濃度が０．９０、白色部の反射濃度が０．１８６で、
反射濃度比（Ｂｋ／Ｗ）は４．８で不良（×）であっ
た。
【０２２３】黒べた画像部、白べた画像ともに濃度ムラ
のある画像となった。
（比較例媒体Ｅ４）実施例２の媒体において仕切り壁厚
さα＝１６０μｍ、隣り合う仕切り壁間隔ｐｔ＝１４０
μｍとし、Ｓｎ／Ｓｏを０．５３とした媒体。この媒体
は実質上実施例２の媒体と同構造である。
【０２２４】この媒体について実施例４の媒体と同様の
画像形成装置、画像形成条件で同様の画像を形成した。
【０２２５】画像コントラスト評価結果は、黒色部の反
射濃度が０．８４、白色部の反射濃度が０．１４６で、
反射濃度比（Ｂｋ／Ｗ）は５．８で不良（×）であっ
た。
【０２２６】仕切り壁間で形成される黒べた画像部がス
トライプ状にしか得られなかった。
【０２２７】以上説明した実施例４～９の媒体の構成を
表１にまとめて示す。
【０２２８】また、実施例４～９の媒体並びに比較例媒
体Ｅ３、Ｅ４に関する画像コントラスト評価結果を表２
にまとめて示す。
【０２２９】
【表１】

【０２３０】 【表２】
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【０２３１】図１３は非画像部面積の割合（非画像部面
積／媒体単位面積）と反射濃度比との関係を示すグラフ
である。
【０２３２】このように実施例４～実施例８の画像表示
媒体によると、画像ムラがなく、高コントラストを示す
画像が得られた。実施例９の画像表示媒体では、非画像
部の面積割合が高くなるため、コントラストがやや悪く
なるが、実用上許容できる。
【０２３３】比較例媒体Ｅ３では、非画像部の割合があ
まりにも少なくなるため、シート間ギャップが保持でき
なくなって画像ムラが生じ、黒色部の反射濃度の低下、
白色部の反射濃度の増加が観察された。
【０２３４】比較例媒体Ｅ４では、非画像部の割合があ
まりにも大きいため、十分なコントラストが得られなか
った。その原因は、黒色表示において黒ベタが黒白の縞
状に表示されるために反射濃度が低下する一方、白色表
示において非画像領域の反射濃度が大きいために白ベタ
の反射濃度が増加したためである。次に可逆性画像表示
媒体において、各シートの厚みを５μｍ～１００μｍ、
両シート間のギャップを２０μｍ～３００μｍ、全体の
厚みを３０μｍ～５００μｍとすること、媒体の２枚の
シートのうち一方のシートの外表面の表面抵抗率を１０
10Ω／□～１０16Ω／□、他方のシートの外表面の表面
抵抗率を１０7 Ω／□以下とすることが好ましいことを
示す実施例媒体（実施例１０～２１）及び比較例媒体Ｅ
５～Ｅ１２について説明する。（実施例１０～１４、比
較例媒体Ｅ５～Ｅ８）実施例２の媒体において、各シー
トの厚みは２５μｍ、シート間ギャップは１００μｍの

36

ままとして第１シート１２１の表面抵抗率及び第２シー
ト１２２の表面抵抗率を種々変えた画像表示媒体。シー
ト表面抵抗率を種々変更した以外は実施例２の媒体と同
様である。
【０２３５】なお、これら媒体のほか、このあと説明す
る実施例１５～２１の媒体等についても、第１シート１
２１の表面抵抗率はシート表面に界面活性剤を塗布する
ことで調整した。第２シート１２２の表面抵抗率は第２
シートに導電性カーボンを含有させ、その含有量を変化
させることで調整した。また表面抵抗率は測定法ＡＳＴ
Ｍ  Ｄ－２５７に準じて、６５％ＲＨ環境下で測定し
た。
【０２３６】実施例１０～１４の媒体及び比較例媒体Ｅ
５～Ｅ８を表３にまとめて示す。
（実施例１５）実施例３の媒体（第２シートにＡｌ蒸着
膜を有する媒体）において、第１シート１２１の表面抵
抗率を１．２０×１０15Ω／□とし、第２シート１２２
の表面抵抗率を８．５０×１０-1Ω／□とした媒体。そ
の他は実施例３の媒体と同様である。
（実施例１６～２１、比較例媒体Ｅ９～Ｅ１２）実施例
１５の媒体において、各シートの表面抵抗率はそのまま
として各シートの厚み、シート間ギャップを種々変化さ
せた媒体。その他は実施例１５の媒体と同様である。
【０２３７】実施例１６～２１の媒体及び比較例媒体Ｅ
９～Ｅ１２を表３にまとめて示す。
【０２３８】
【表３】
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【０２３９】前記実施例媒体（実施例１０～２１）及び
比較例媒体Ｅ５～Ｅ１２のそれぞれにつき、図１６
（Ａ）及び図１６（Ｂ）に示す画像形成装置を用いて図
１３に示すような画像を形成し、画像コントラストにつ
いて評価した。なお、図１６に示す画像形成装置は、イ
オンフロー型の直接静電潜像形成装置を利用した画像形
成装置である。これについては後ほど説明する。
【０２４０】評価は、ここでは、黒色部、白色部のいず
れについても、最大反射濃度、最小反射濃度を測定し、
これらに基づいて黒色部Ｂｋ、白色部Ｗの各平均反射濃
度を求め、これら平均反射濃度から反射濃度比を求める
ことで行った。この場合も反射濃度比が１０．０以上を
良（○）、１０．０より小さいときを不良（×）とし
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た。
【０２４１】また、画像ムラについても評価した。画像
ムラ評価は黒色部の画像濃度を反射濃度計（コニカ社
製：SAKURA  DENSITOMETER  PDA －65）を用いて測定
し、画像濃度の最大値と最小値との差を求め、画像濃度
差が０．２以下を良（○）、それより大きいときを不良
（×）として行った。
【０２４２】これらの評価結果を表４にまとめて示す。
なお、表４にはコントラスト不良のものについても不良
マークを記してある。
【０２４３】
【表４】
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【０２４４】この評価結果から、各シートの厚みを５μ
ｍ～１００μｍ、両シート間のギャップを２０μｍ～３
００μｍ、全体の厚みを３０μｍ～５００μｍとするこ
と、媒体の２枚のシートのうち一方のシートの外表面の
表面抵抗率を１０10Ω／□～１０16Ω／□、他方のシー
トの外表面の表面抵抗率を１０7 Ω／□以下とすること
が好ましいことが分かる。
【０２４５】さて、図１６（Ａ）及び図１６（Ｂ）に示
す画像形成装置は、図１４や図１５に原理を示す画像形
成装置を発展させたものである。
【０２４６】図１４に示す画像形成装置は、図１２の媒
体１３のように、一方のシートが導電性膜を備えた電極
無しのタイプの画像表示媒体に適している。
【０２４７】図１４の画像形成装置は、イオンフロー型
の直接静電潜像形成装置ＣＲ１を備えている。装置ＣＲ
１は、コロナイオンを発生させるコロナイオン発生部ｃ
１と、該発生部で発生するコロナイオンをシート１２１
表面へ導くための書き込み電極ｅ１と、正又は負のコロ
ナイオンを表示しようとする画像に応じてシート１２１
表面の画素対応部分へ導くための電圧を書き込み電極ｅ
１へ印加する書き込み電極制御回路ｆ１とを含んでい
る。電極制御回路ｆ１には、図示を省略した制御電源及
びバイアス電源が含まれる。
【０２４８】コロナイオン発生部ｃ１はシールドケース
ｃ１１内に、それには限定されないが、例えば６０～１
２０μｍ径の金メッキタングステン線を張設してコロナ
ワイヤｃ１２とし、このワイヤに電源Ｐｃ１から正極性
又は負極性の電圧（例えば４ｋＶ～１０ｋＶ）を印加し
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てコロナイオンを発生させるものである。
【０２４９】書き込み電極ｅ１は、媒体（例えば媒体１
３）の第１シート１２１に向けられたシールドケースｃ
１１の部分に臨設されており、中央に設けられた透孔を
コロナイオン流が通過できる。
【０２５０】電極制御回路ｆ１は媒体１３へ向け導出し
ようとするイオンの正、負に応じたイオン引出し電圧を
電極ｅ１に印加できる。
【０２５１】かくして媒体１３をその第２シート１２２
を接地電位として（或いは潜像極性と同極性で且つ潜像
電位より小さい値のバイアス電圧を印加して）装置ＣＲ
１に対し相対的に移動させつつ、表示しようとする画像
に応じて、シート１２１表面の画素対応部分へ正又は負
のコロナイオンを導き、これにより第１シート１２１表
面に静電潜像電荷を付与し、これと同時的に静電場を形
成して媒体１３における各セル内の現像粒子を移動させ
て画像表示させることができる。
【０２５２】図１５の画像形成装置は、図８等に示す媒
体１２のように、一方のシートに導電性膜を備えない、
電極無しのタイプの画像表示媒体に適している。図１５
の画像形成装置は、静電潜像を形成する側のシート１２
１とは反対側のシート１２２に接触する電極Ｅａを有し
ている。図１４の場合と同様に電極Ｅａにはバイアス電
圧を印加してもよい。それ以外の点は図１４の装置と同
様である。
【０２５３】前記評価実験に用いた図１６（Ａ）及び図
１６（Ｂ）の画像形成装置は、イオンフロー型の直接静
電潜像形成装置ＣＲ２を含んでいる。装置ＣＲ２は、コ
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ロナイオンを発生させるコロナイオン発生部ｃ２と、該
発生部で発生するコロナイオンをシート１２１表面へ導
くための書き込み電極ｅ２と、正（又は負）のコロナイ
オンを表示しようとする画像に応じてシート１２１表面
の画素対応部分へ導くための電圧を書き込み電極ｅ２へ
印加する書き込み電極制御回路ｆ２とを含んでいる。
【０２５４】コロナイオン発生部ｃ２はシールドケース
ｃ２１内に図１４に示す装置ＣＲ１におけると同様のコ
ロナワイヤｃ２２を張設し、このワイヤに電源Ｐｃ２か
らプラス（又はマイナス）の電圧を印加してコロナイオ
ンを発生させるものである。
【０２５５】書き込み電極ｅ２は、媒体１２、１３のタ
イプの媒体（図には媒体１２を代表例として示す）の第
１シート１２１に向けられたシールドケースｃ２１の部
分に臨設されており、上部電極ｅ２１と下部電極ｅ２２
とからなり、それらの中央の透孔をコロナイオン流が通
過できる。
【０２５６】電極制御回路ｆ２は、制御電源Ｐｃ２１、
バイアス電源Ｐｃ２２及び制御部ｆ２１を含んでおり、
制御部ｆ２１は、媒体１２へ向け導出しようとするイオ
ンの極性に応じたイオン引出し電圧を電極ｅ２１、ｅ２
２に印加できる。
【０２５７】ここでは制御部ｆ２１の指示のもとに、上
部電極ｅ２１に正電圧を、下部電極ｅ２１に負電圧を印
加すると、正コロナイオンを媒体へ導くことができる
（図１６（Ａ））。上部電極ｅ２１に負電圧を、下部電
極ｅ２１に正電圧を印加すると、正コロナイオンを閉じ
込めておくことができる（図１６（Ｂ））。
【０２５８】また書き込み電極ｅ２に対向させて電極ロ
ーラＲ１を設け、これに電源ＰＷ１からここでは正のバ
イアス電圧を印加する。ローラＲ１は回転駆動される磁
極ローラＲ２を内蔵している。
【０２５９】かくして媒体１２を装置ＣＲ２に対し相対
的に移動させつつ、且つ、電極ローラＲ１を媒体送り方
向に、磁極ローラＲ２を反対方向に回転させつつ、表示
しようとする画像に応じて、制御部ｆ２１の指示のもと
に、第１シート１２１表面の複数の画素対応部分のうち
表示しようとする画像に応じた所定の画素対応部分につ
いては図１６（Ａ）に示すように正コロナイオンを導
き、他の画素については図１６（Ｂ）に示すようにイオ
ンの流出を阻止する。
【０２６０】前記画像評価実験では、第１シート１２１
表面の複数の画素対応部分のうち表示しようとする画像
に応じた所定の画素対応部分に正コロナイオンを導き、
その部分を＋５００Ｖ～＋６００Ｖに帯電させ、他の画
素についてはバイアス電圧＋２５０Ｖだけを印加した。
これにより正コロナイオンが乗った部分は負帯電性の白
色現像粒子ＷＰにより白く表示され、正コロナイオンが
乗らなかった部分は正帯電性の黒色現像粒子ＢＰにより
黒く表示され、かくして画像表示がなされた。
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【０２６１】なお、装置ＣＲ１やＣＲ２における放電ワ
イヤｃ１２、ｃ２２は固体放電素子に代えることもでき
る。
【０２６２】また図１４から図１６に示す静電潜像形成
装置ＣＲ１、ＣＲ２は放電現象を利用したものである
が、これら装置の他、各種放電型静電潜像形成装置を利
用できる。
【０２６３】また図１４から図１６に示す画像形成装置
に代えて図１７や図１８に示す画像形成装置を採用して
も画像表示できる。
【０２６４】図１７の画像形成装置は、マルチスタイラ
ス方式の直接静電潜像形成装置ＣＲ３を備えている。装
置ＣＲ３は、例えば媒体１３に対する主走査方向に配列
されて第１シート１２１に近接配置される複数の電極ｅ
３を有するマルチスタイラスヘッドＨ３を含んでいる。
各電極ｅ３に表示しょうとする画像に応じて第１シート
１２１表面の画素対応部分に静電潜像電荷を付与すべく
信号電圧が印加される。媒体１３は、反対側の第２シー
ト１２２に例えばバイアスを印加して、該ヘッドＨ３に
対し相対的に搬送され、これにより画像表示される。
【０２６５】図１８に示す画像形成装置は電荷注入型の
直接静電潜像形成装置ＣＲ４を含んでいる。装置ＣＲ４
は媒体に対する主走査方向に複数の記録電極ｅ４を配列
するとともに記録電極ｅ４に隣り合わせて隣接制御電極
ｅ４１を配列した静電記録ヘッドＨ４を有するマルチス
タイラス型装置である。このヘッドを例えば媒体１３に
近接配置し、ヘッドＨ４の制御電極ｅ４１に画像記録に
必要な電圧（記録電圧）の約１／２の電圧を順次シーケ
ンシヤルに印加し、記録電極ｅ４に記録電圧の約１／２
の画信号電圧を印加することにより、記録電極直下に位
置する媒体に静電潜像を形成することができる。
【０２６６】ここで潜像形成を行うことが有利であるこ
とを、図１１に示すような外部静電潜像形成装置を備え
た画像形成装置を例にとって説明する。
【０２６７】該装置の等価回路を図１９（Ａ）から
（Ｄ）に示す。これら図において、感光体ドラムのよう
な静電潜像担持体、画像表示媒体及びその間の空気層の
静電容量をそれぞれＣ１、Ｃ２、Ｃ０とする。
【０２６８】静電潜像担持体（以下「像担持体」とい
う）は帯電チャージャ、画像露光装置によって潜像電荷
Ｑ（その時の電位Ｖ）が印加されているとする。
【０２６９】図１９（Ａ）は像担持体と画像表示媒体と
が離間している状態の等価回路を示し、Ｃ１、Ｃ２がＣ
０に比べてて非常に大きいため、電荷Ｑは移動せず、媒
体は静電潜像の影響を受けない。
【０２７０】この状態から、像担持体と媒体が接近する
と、Ｃ０が大きくなり、Ｃ１及びＣ２に充電されていた
電荷が静電誘導によって誘起されて、図１９（Ｂ）の状
態となる。図１９（Ｂ）は像担持体を画像表示媒体に近
接させて静電誘導させた状態の等価回路である。



(23) 特開２００１－２１５５３９

20

30

40

50

43
【０２７１】図１９（Ｂ）の状態で、誘起電荷によっ
て、像担持体、媒体、空気層に誘起される電位差Ｖ１、
Ｖ２、Ｖ０は以下の式（１）、式（２）、式（３）のよ*
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*うに表せる。
【０２７２】
【数１】

【０２７３】 * *【数２】

【０２７４】 * *【数３】

【０２７５】ここでＶは像担持体の潜像表面電位、Ｖｂ
はバイアス値である。
【０２７６】媒体には現像剤が内包されている。電界下
において現像剤粒子が電荷を搬送するため、現像剤層は
見かけ上、導電層に近似する。つまり、媒体の静電容量
Ｃ２は、上下２枚の樹脂シートの合成容量と近似する。
【０２７７】ここで、像担持体の潜像電荷が媒体に転写
するためには、空気層が絶縁破壊を起こし、電荷移動す
る必要がある。もし、絶縁破壊が発生しなければ、像担
持体と媒体が離間すると、再び図１９（Ａ）の状態に戻
り、潜像転写は行われない。
【０２７８】つまり、例えばＶ０が小さい場合は、誘導
による静電界で粒子の移動が発生するが、潜像が転写さ
れない。
【０２７９】例えばギャップ１０μｍの空気層が絶縁破
壊を発生するためには、パッシェン則よりＶ０は約３７
０Ｖ以上必要である。
【０２８０】ここでバイアス値Ｖｂ＝一１０００Ｖに設
定し、Ｖ＝１０００Ｖ、各々の静電容量の比をＣ１：Ｃ
２：Ｃ０＝１８：５：１２とした場合、Ｖ０（空気層の
電位差）＝４８０Ｖとなり、絶縁破壊が発生して潜像が*

*転写される。（但し、像担持体は通常の有機系感光体、
媒体は前記構成の合成容量、空気層は絶縁破壊が生じや
すい間隙約１０μｍを想定し、各々の静電容量の比を考
えている。）
このように、Ｖ－Ｖｂが約１５００Ｖ以上の条件におい
て、潜像が転写されることとなる。逆にこの条件以外で
は、像担持体と媒体が近接している状態で静電誘導はさ
れるが、潜像転写しないこととなる。
【０２８１】像担持体上の静電潜像において、帯電部①
は媒体との間で電荷移動が発生し、非帯電部（露光部）
②では電荷移動が発生しない。このため、媒体上の表面
電位に差が生じる。帯電部①の電荷移動が行われた後の
媒体の表面電位は次の式（４）で、非帯電部②のそれは
前式（３）で表される。
【０２８２】図１９（Ｃ）は絶縁破壊により電荷移動が
生じた状態の等価回路を示しているるが、このように絶
縁破壊により電荷移動が生じた状態では次式（４）が成
立する。
【０２８３】
【数４】

【０２８４】式（４）においてＶ’０は放電可能な最小
電位差、Ｖ１、Ｖ２は前式（２）、（３）である。
【０２８５】例えば、前記設定条件において、媒体上の
表面電位は、帯電部に相当する領域①は約＋２６５Ｖ、
非帯電部に相当する領域②は約－３４０Ｖとなる。
【０２８６】ここで、対向電極ローラに任意のバイアス
（あるいは接地）を印加すると、帯電部①及び非帯電部
②の領域は互いに逆向きの電界が形成され、現像粒子が
その電界に沿って移動して画像を形成することができ
る。
【０２８７】その後、像担持体と媒体が離間すると、誘
導電荷に移動が生じて、媒体の表面電位は変化する。①
部は約＋２７５Ｖに、②部は略０Ｖに復帰し、媒体に潜
像を形成することができる。
【０２８８】以上は静電潜像担持体が感光体ドラム（光
導電体）である場合を説明したが、誘電体ドラムを用い

てもよい。静電潜像の極性は負極性でもよい。現像粒子
の帯電極性は逆でもよい。
【０２８９】このように媒体に潜像を近接させるだけで
なく、静電潜像を転写、直接形成等にて媒体上に形成す
ることによって、静電潜像担持体と対向電極の対向領域
を通過後も、現像剤粒子と可逆性画像表示媒体に静電的
吸着力が発生するため、画像保持性が良好となることが
わかる。要するに静電潜像を媒体上に形成することが有
利である。特に流動性の高い現像剤や、画像表示に先立
って現像剤攪拌処理により流動性が高められる現像剤を
用いる場合に画像保持の点で有利である。
【０２９０】次に現像剤に含まれる現像粒子の粒径は非
導電性現像粒子については体積平均粒径１μｍ～５０μ
ｍが、磁性現像粒子については体積平均粒径１μｍ～１
００μｍが好ましいことを示す実施例媒体（実施例２２
～３０）及び比較例媒体Ｅ１３～Ｅ２８について説明す



(24) 特開２００１－２１５５３９

10

40

50

45
る。
【０２９１】これら媒体はいずれも、実施例２の媒体に
おいて、隔壁１２３の高さｈを１５０μｍに、隣り合う
仕切り壁１２３ａの間隔ｐｔを２５０μｍに変更し、各
セル１２４に内包する現像粒子を種々変えた以外は実施
例２の媒体と同じ構造の媒体である。
【０２９２】これらについても画像コントラストの評価
を行った。そのとき、図１１に示す画像形成装置を用い
て図１３（Ａ）に示すように右側半分が黒色部（Ｂ
ｋ）、左側半分が白色部（Ｗ）の画像を形成して評価し
た。
【０２９３】なおここでのコントラスト評価は、反射濃
度比（Ｂｋ／Ｗ）が９．０以上を非常に良好（◎）、
９．０より小さく７．０以上を良好（○）、７．０より*
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*小さく５．０以上をやや不良（△）、５．０より小さい
ものを不良（×）とした。
【０２９４】これら各媒体及び評価結果を表５にまとめ
て示す。表５においてＷＰ１～ＷＰ５、ＢＰ１～ＢＰ５
はそれぞれ既述の粒径を有する非導電性の白色現像粒
子、磁性の黒色現像粒子である。実施例２２～３０では
既述の現像剤ＤＬ１～ＤＬ９を、比較例Ｅ１３～Ｅ２８
では既述の比較例現像剤Ｄｅ１～Ｄｅ１６を採用した。
【０２９５】また表５の実施例、比較例を示す各枡目
中、右側の上段はコントラスト評価結果を、中段は反射
画像濃度比を、下段は黒色画像部の反射濃度、その左側
は白色画像部の反射濃度を示している。
【０２９６】
【表５】

【０２９７】表５から分かるように、現像剤に含まれる
現像粒子の粒径は非導電性現像粒子（ここでは白色粒
子）については体積平均粒径１μｍ～５０μｍが、磁性
現像粒子（ここでは黒色粒子）については体積平均粒径
１μｍ～１００μｍが好ましいと言える。次に画像表示
前に画像消去処理を施す画像表示方法について説明す
る。この画像表示方法の実施にあたっては前記実施例２
の画像表示媒体（ここでは媒体１２と記す）を採用し
た。
【０２９８】図２０から図２２のそれぞれはこの画像表
示方法を実施する画像形成装置例を示している。特に画
像消去装置を備えた画像形成装置を示している。
【０２９９】図２０の画像形成装置は、図１１の画像形
成装置（但し回転磁極ローラＲ２を備えていないもの）
において、感光体ドラムＰＣと電極ローラＲ１との対向
領域よりも、媒体１２の相対的搬送方向（図中直線矢印
方向）において上流側に画像消去装置ＥＬ１を配置した
ものである。
【０３００】画像消去装置ＥＬ１は、上下一対の電極ロ
ーラＲ３、Ｒ４を含んでいる。上側電極ローラＲ３はバ

イアス電源ＰＷ３に接続される。電極ローラＲ３は接地
してもよい。下側電極ローラＲ４はバイアス電源ＰＷ４
に接続される。電極ローラＲ４は接地してもよい。
【０３０１】この画像形成装置によると、画像表示に先
立って画像消去装置ＥＬ１の電極ローラＲ３、Ｒ４にそ
れぞれ印加されるバイアスの電位差に応じた電界が媒体
１２に対し形成され、これにより異なる帯電極性の現像
粒子ＢＰ、ＷＰのうち一方の粒子ＢＰが一方のシート側
に、他方の粒子ＷＰが他方のシート側に寄り集まり、こ
れにより画像が消去される。媒体１２はかかる画像消去
処理後に感光体ドラムＰＣと対向電極ローラＲ１との間
に送りこまれ、新たな画像が表示される。
【０３０２】図２０の装置を用いて次の条件で画像消
去、画像形成の実験を行ってみた。
【０３０３】すなわち、感光体ドラムＰＣ上の静電潜像
の帯電部電位を－８００Ｖ、非帯電部（露光部）電位を
－１００Ｖとし、対向電極ローラＲ１に印加するバイア
スを－１００Ｖとした。消去装置ＥＬ１においては、電
極ローラＲ４を接地し、電極ローラＲ３への印加バイア
スを＋１０００Ｖとした。電極ローラＲ３、Ｒ４間を通
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過する際の電界で、現像剤はクーロンカを受ける。この
場合、白色粒子ＷＰは負極性、黒色粒子ＢＰは正極性に
帯電しているため、白色粒子は図中上側に、黒色粒子は
図中下側に移動し、以前に表示された画像は全面にわた
って消去される。このとき、媒体１２を図中上側から見
ると、全面白色となっていた。
【０３０４】その後全面画像消去された媒体１２は、感
光体ドラムＰＣと電極ローラＲ１が対向する領域で、静
電潜像に応じて電界が形成され、現像剤ＤＬはクーロン
カを受ける。感光体ドラムＰＣ上の帯電部は、電極ロー
ラＲ１のバイアスとの電位差によって、７００Ｖの図中
上向きの電界が形成され、白色粒子が下向きに移動し、
非帯電部は電位差がないため粒子が移動せず、白色粒子
は上面に存在したままであった。このようにして形成さ
れた画像は、図中上側から見ると、帯電部相当領域は黒
色部、非帯電部相当領域は白色部となった。
【０３０５】このように、帯電部に応じた現像粒子を移
動させるだけで画像形成でき、このため現像粒子を移動
させるための電界強度を大きくすることができる。
【０３０６】また以下の条件でも実験した。すなわち、
感光体ドラムＰＣの帯電部電位を－８００Ｖ、非帯電部
（露光部）電位を－１００Ｖ、対向電極口一ラＲ１に印
加するバイアスを－８００Ｖとした。また消去装置ＥＬ
１においては、電極ローラＲ４のバイアスを＋１０００
Ｖ、電極ローラＲ３は接地状態とした。
【０３０７】この場合、媒体１２が電極ローラＲ４、Ｒ
３間を通過した後、白色粒子は図中下側に、黒色粒子は
図中上側に移動し、以前に表示された画像は全面にわた
って消去された。このとき、媒体１２を図中上側から見
ると、全面黒部となっていた。
【０３０８】その後感光体ドラムＰＣの非帯電部につい
て、対向電極ローラＲ１のバイアスとの電位差によっ
て、７００Ｖの図中下向きの電界が形成され、白色粒子
が上向きに移動し、帯電部は電位差がないため粒子が移
動せず、白色粒子は下側に存在したままであった。この
ようにして形成された画像は、図中上側から見ると、帯
電部応じた領域は黒色部、非帯電部に応じた領域は白色
部となった。
【０３０９】図２１の画像形成装置は、図１４に示すイ
オンフロー型の静電潜像形成装置ＣＲ１に対し電極ロー
ラＲ１を対向させ、これらの対向領域の上流側に図２０
に示すと同じ画像消去装置ＥＬ１を設けたものである。
【０３１０】図２２に示す画像形成装置は図２０に示す
画像形成装置において、消去装置ＥＬ１における下側電
極ローラＲ４に回転磁極ローラＲ２を内蔵したものであ
る。その他の点は図２０の装置と同様である。回転磁極
ローラＲ２は一方向に回転駆動、或いは往復回転駆動さ
れ、振動磁場を媒体１２に対し形成する。これにより黒
色の磁性現像粒子ＢＰに影響して現像剤ＤＬを攪拌す
る。この現像剤攪拌により、現像粒子の摩擦帯電量が増
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し、画像表示におけるクーロン力による移動速度が高ま
るとともに、現像粒子の流動性が向上し、現像粒子の移
動効率が高まる。
【０３１１】画像消去装置は図１５～図１８に示す画像
形成装置等にも適用できる。次に画像表示にあたり、現
像剤を攪拌する画像表示方法について説明する。この画
像表示方法の実施にあたっても前記実施例２の画像表示
媒体（ここでは媒体１２と記す）を採用した。
【０３１２】図２３から図２９のそれぞれはこの画像表
示方法を実施する画像形成装置例を示している。特に現
像剤の攪拌装置を備えた画像形成装置を示している。図
４に示す画像形成装置において回転磁極ローラＲ２を設
けたり、図１１に示す画像形成装置において感光体ドラ
ムＰＣに対向する現像電極ローラＲ１に回転磁極ローラ
Ｒ２を内蔵させたりして、該磁極ローラＲ２を一方向に
回転駆動したり、往復回転駆動する場合も、該磁極ロー
ラＲ２は現像剤攪拌装置として機能する。
【０３１３】先ず図１１に示す画像形成装置を用いて現
像剤の攪拌、画像表示を行った実験例について説明す
る。
【０３１４】感光体ドラムＰＣの帯電部電位を＋５００
Ｖ、非帯電部（露光部）電位を＋１００Ｖ、現像電極ロ
ーラＲ１に印加するバイアスを＋３００Ｖとした。また
電極ローラＲ１内部の磁極ローラＲ２を、最大磁束密度
４００ガウス、磁極数８、回転速度約１００ｒｐｍ、図
中左方向（反時計回り）に回転させた。
【０３１５】このような条件下で、帯電部位に対応する
白色粒子ＷＰは電界の向きに逆らって図中上向きに、黒
色粒子ＢＰは電界の向きに沿って図中下向きに力を受け
ると同時に、黒色粒子ＢＰが振動磁場によって撹乱され
るため、現像粒子は効率よく移動した。
【０３１６】図２３の画像形成装置は、図１４に示す画
像形成装置においてイオンフロー型の静電潜像形成装置
ＣＲ１に対向させて現像電極ローラＲ１を配置するとと
もに該ローラ内に回転磁極ローラＲ２を内蔵したもので
ある。
【０３１７】この装置において次の条件で現像剤攪拌及
び画像表示の実験を行った。すなわち、媒体１２の帯電
部電位を＋５００Ｖ、非帯電部（露光部）電位を約０
Ｖ、電極ローラＲ１に印加するバイアスを＋３００Ｖと
した。磁極ローラＲ２は、最大磁束密度４００ガウス、
磁極数８、回転速度約１００ｒｐｍ、図中左方向（反時
計回り）に回転させた。
【０３１８】このような条件下で、帯電部位に対応する
白色粒子ＷＰは電界の向きに逆らって図中上向きに、黒
色粒子ＢＰは電界の向きに沿って図中下向きに力を受け
ると同時に、黒色粒子ＢＰが振動磁場によって攪拌され
るため、現像粒子が効率よく移動した。
【０３１９】以上説明した画像形成装置は、ひろく捉え
れば、画像表示工程において形成する静電場を、前記可
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逆性画像表示媒体の２枚のシートのうちいずれかの外表
面に表示しようとする画像に対応した静電潜像を形成し
て該静電潜像に基づいて該静電潜像形成と同時的に形成
し、さらに該静電場形成と同時的に前記現像剤の攪拌を
行う例である。
【０３２０】次に説明する図２４、図２５のそれぞれに
示す画像形成装置は、広く捉えれば、画像表示工程にお
いて形成する静電場を、可逆性画像表示媒体の２枚のシ
ートのうちいずれかの外表面に表示しようとする画像に
対応した静電潜像を形成した後に該静電潜像に基づいて
形成し、現像剤の攪拌を静電潜像を形成した後、前記静
電場形成と同時的に行うものである。
【０３２１】図２４の画像形成装置は、図１１の画像形
成装置において現像電極ローラＲ１のあった位置に静電
潜像転写のための転写電極ローラＲ５を配置し、感光体
ドラムＰＣと転写電極ローラＲ５との対向領域より下流
側に静電場形成のための現像電極ローラＲ１とそれに内
蔵された回転磁極ローラＲ２を配置したものである。
【０３２２】転写電極ローラＲ５にはバイアス電源ＰＷ
５が、電極ローラＲ１にバイアス電源ＰＷ１が接続され
ている。
【０３２３】図２５の画像形成装置は、図２３の画像形
成装置において現像電極ローラＲ１のあった位置に静電
潜像転写のための対向電極ローラＲ５を配置し、静電潜
像形成装置ＣＲ１と対向電極ローラＲ５との対向領域よ
り下流側に静電場形成のための現像電極ローラＲ１とそ
れに内蔵された回転磁極ローラＲ２を配置したものであ
る。
【０３２４】対向電極ローラＲ５にはバイアス電源ＰＷ
５が、電極ローラＲ１にバイアス電源ＰＷ１が接続され
ている。
【０３２５】図２４、図２５の画像形成装置によると、
感光体ドラムＰＣ又は静電潜像形成装置ＣＲ１と転写
（対向）電極ローラＲ５とが対向する領域で媒体１２に
静電潜像が形成されたのち、該媒体が現像電極ローラＲ
１に接触することで、静電潜像に応じて画素ごとの静電
場が形成され、これにより画像が表示される。そしてこ
のとき、磁極ローラＲ２が一方向に回転駆動されるか、
又は往復回転駆動されることで振動磁場が発生し、この
磁場の影響により現像粒子が攪拌されながら画像表示さ
れる。現像粒子の攪拌により現像粒子の帯電量が増すと
ともに、現像粒子の流動性が向上する。これらにより円
滑、良好に画像表示される。
【０３２６】なお、磁極ローラＲ２は電極ローラＲ１、
Ｒ５間に配置してもよい。
【０３２７】次に説明する図２６、図２７に示す画像形
成装置は、広く捉えれば、画像表示工程において形成す
る静電場を、可逆性画像表示媒体の２枚のシートのうち
いずれかの外表面に表示しようとする画像に対応した静
電潜像を形成して該静電潜像に基づいて該静電潜像形成
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と同時的に又は該静電潜像形成後に形成し、現像剤の攪
拌を静電潜像形成前に行う例である。
【０３２８】図２６の画像形成装置は、図１１の画像形
成装置において電極ローラＲ１には磁極ローラを内蔵せ
ず、感光体ドラムＰＣと電極ローラＲ１との対向領域よ
り上流側に回転磁極ローラＲ２を配置したものである。
磁極ローラＲ２は一方向に回転駆動されるか、又は往復
回転駆動され、これにより現像剤を攪拌する振動磁場が
形成される。
【０３２９】電極ローラＲ１にはバイアス電源ＰＷ１が
接続されている。
【０３３０】この画像形成装置において、感光体ドラム
ＰＣの帯電部電位を＋５００Ｖ、非帯電部（露光部）電
位を＋１００Ｖ、現像電極ローラＲ１に印加するバイア
スを＋３００Ｖとすると、帯電部に対応する白色粒子は
電界の向きに逆らって図中上向きに、黒色粒子は電界の
向きに沿って図中下向きに移動した。現像粒子は予め攪
拌されているため帯電量が高められるとともに流動性が
向上しており、効率よく移動した。
【０３３１】図２７の画像形成装置は、図２４の画像形
成装置において、感光体ドラムＰＣと電極ローラＲ５と
の対向領域より上流側に回転磁極ローラＲ２を配置した
ものである。磁極ローラＲ２は一方向に回転駆動される
か、又は往復回転駆動され、これにより現像剤を攪拌す
る振動磁場が形成される。
【０３３２】図２８に示す画像形成装置は、磁性現像粒
子ＢＰが一つの磁極ローラＲ２による磁場のために現像
剤収容セル中でいずれかへ偏るおそれがあるときに備え
た画像形成装置である。この装置は、ひろく捉えれば、
振動磁場を形成する現像剤攪拌装置を媒体搬送方向に沿
って順次複数（ここでは２個）設けたものである。
【０３３３】図２８に示す例では、図１１に示す画像形
成装置において回転磁極ローラＲ２を内蔵した現像磁極
ローラＲ１を二つ、感光体ドラムＰＣに対向配置したも
のである。ローラＲ１、Ｒ１には電源ＰＷ１、ＰＷ’が
接続されている。二つの回転磁極ローラＲ２は互いに反
対方向に回転駆動される。これにより磁性現像粒子（こ
こでは黒色粒子ＢＰ）のセル内での偏りを抑制できる。
【０３３４】図２９に示す画像形成装置は、図２４に示
す画像形成装置において現像電極ローラＲ１及び磁極ロ
ーラＲ２に代えて、Ｎ極、Ｓ極を交互に設けた磁石部材
Ｍｇを感光体ドラムＰＣの下流側に、到来する媒体１２
に接触するように配置し、且つ、該部材Ｍｇに現像バイ
アス電源ＰＷ１”を接続したものである。
【０３３５】媒体１２が部材Ｍｇに対し相対的に移動す
ることで媒体１２に対し振動磁場が形成される。次に画
像表示にあたり、画像表示媒体の表面（シート表面）に
静電潜像を形成し、該静電潜像形成前に媒体表面を所定
電位に一様に帯電させ、その帯電域に静電潜像を形成す
る画像表示方法について説明する。この画像表示方法の
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実施にあたっても前記実施例２の画像表示媒体（ここで
は媒体１２と記す）を採用した。
【０３３６】図３０、図３１のそれぞれはこの画像表示
方法を実施する画像形成装置例を示している。特に静電
潜像形成前に媒体表面を所定電位に一様に帯電させる帯
電装置を備えた画像形成装置を示している。
【０３３７】図３０に示す画像形成装置は、図１１に示
す画像形成装置において現像電極ローラＲ１に磁極ロー
ラＲ２を内蔵せず、感光体ドラムＰＣと電極ローラＲ１
との対向領域より上流側に予備帯電装置２を備えたもの
である。帯電装置２は搬送される媒体１２の静電潜像形
成側の表面に対向するチャージャ２１と媒体通路を挟ん
でこれに対向する接地電極２２とからなっている。な
お、電極ローラＲ１は場合によっては接地してもよい。
【０３３８】図３１の画像形成装置は、図２１の画像形
成装置において、静電潜像形成装置ＣＲ１の上流側の画
像消去装置ＥＬ１に代えて前記と同じ予備帯電装置２を
備えたものである。なお、電極ローラＲ１は場合によっ
ては接地してもよい。
【０３３９】これらの画像形成装置では、媒体１２の表
面が画像表示に先立って予備帯電装置により予め一様に
帯電される。その後、図３０の例では該帯電域に感光体
ドラムＰＣ上に形成された静電潜像が転写、書き込みさ
れる。図３１の例では静電潜像形成装置ＣＲ１により静
電潜像が書き込まれる。いずれの例も予め一様に帯電さ
れた領域と、後に静電潜像が書き込まれた領域は互いに
逆極性である。電極ローラＲ１のバイアスを接地、或い
は適当に電位設定することで、静電潜像が書き込まれた
領域とそうでない領域とで電界の向きが異なり、これに
より現像粒子を移動させて画像を形成することができ
る。
【０３４０】図３０に示す例では、媒体１２の表面を後
に形成される静電潜像の極性とは逆極性に一様に帯電さ
せることで、媒体１２内部での絶縁破壊を防止でき、且
つ、媒体１２に潜像を確実に転写できる。このように静
電潜像が確実に転写されるので、画像保持性が良好とな
る。
【０３４１】図３１に示す例では、静電潜像形成時に、
画像部と非画像部の電位差を大きくすることができる。
例えば、帯電装置２による予備帯電による負極性の一様
帯電部を－１０００Ｖ、静電潜像書き込みによる正極性
帯電部を＋１０００Ｖとし、電極ローラＲ１のバイアス
を接地とすることで、画像部と非画像部は各々１０００
Ｖの電位差が生じ、これにより現像粒子を駆動すること
ができる。このように現像粒子駆動電界を大きくするこ
とができ、現像粒子の移動速度を高めることができる。
【０３４２】なお、予め一様に帯電された領域と、後に
静電潜像が書き込まれた領域は同極性でもかまわない。
この場合には、電極ローラＲ１のバイアスを静電潜像が
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書き込まれた領域とそうでない領域との中間電位に設定
することで、両領域で電界の向きが異なり、画像を形成
することができる。
【０３４３】また、後に静電潜像が書き込まれた領域は
０Ｖでもかまわない。この場合も、電極ローラＲ１のバ
イアスを静電潜像が書き込まれた領域とそうでない領域
との中間電位に設定することで、両領域で電界の向きが
異なり、画像を形成することができる。
【０３４４】かくして媒体１２は、感光体ドラムＰＣ或
いは静電潜像形成装置ＣＲ１と電極ローラＲ１との対向
領域を通過後も、現像剤粒子と媒体のシート間に静電的
吸着力が発生するため、画像保持性が良好となる。
【０３４５】なお、形成する静電潜像の極性は負極性で
あってもよい。
【０３４６】また白黒の現像粒子の帯電極性は逆であっ
てもよい。
【０３４７】また静電潜像形成装置は図３０、図３１に
示すものに限定されず、先に説明した他の静電潜像形成
装置も採用できる。ここで、媒体表面への静電潜像形成
前に媒体表面を一様に帯電させ、その帯電域に静電潜像
を形成することが有利であることを、図１１に示すよう
な外部静電潜像形成装置を備えた画像形成装置を例にと
って説明する。
【０３４８】該装置の等価回路を図３２（Ａ）から
（Ｅ）に示す。これら図において、感光体ドラムのよう
な静電潜像担持体、画像表示媒体及びその間の空気層の
静電容量をそれぞれＣ１、Ｃ２、Ｃ０とする。
【０３４９】静電潜像担持体（以下「像担持体」とい
う）には帯電チャージャ、画像露光装置によって潜像電
荷Ｑ（その時の電位Ｖ）が、媒体には予備帯電装置によ
って予め電荷Ｑ’（そのときの電位Ｖ’）が印加されて
いるとする。
【０３５０】図３２（Ａ）は像担持体と画像表示媒体と
が離間している状態の等価回路を示し、Ｃ１、Ｃ２がＣ
０に比べてて非常に大きいため、電荷Ｑは移動せず、媒
体は静電潜像の影響を受けない。
【０３５１】この状態から、像担持体と媒体が接近する
と、Ｃ０が大きくなり、Ｃ１及びＣ２に充電されていた
電荷が静電誘導によって誘起されて、図３２（Ｂ）の状
態となる。図３２（Ｂ）は像担持体を画像表示媒体に近
接させて静電誘導させた状態の等価回路である。
【０３５２】図３２（Ｂ）の状態で、誘起電荷によっ
て、像担持体、媒体、空気層に誘起される電位差Ｖ１、
Ｖ２、Ｖ０は以下の式（５）、式（６）、式（７）のよ
うに表せる。ここではバイアスを印加しないで、接地し
た場合を考える。
【０３５３】
【数５】
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【０３５４】 *
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*【数６】

【０３５５】 * *【数７】

【０３５６】ここでＶは像担持体の潜像表面電位、Ｖ’
は媒体の表面電位である。
【０３５７】媒体には現像剤が内包されている。電界下
において現像剤粒子が電荷を搬送するため、現像剤層は
見かけ上、導電層に近似する。つまり、媒体の静電容量
Ｃ２は、上下２枚の樹脂シートの合成容量と近似する。
【０３５８】ここで、像担持体の潜像電荷が媒体に転写
するためには、空気層が絶縁破壊を起こし、電荷移動す
る必要がある。もし、絶縁破壊が発生しなければ、像担
持体と媒体が離間すると、再び図３２（Ａ）の状態に戻
り、潜像転写は行われない。
【０３５９】つまり、例えばＶ０が小さい場合は、誘導
による静電界で粒子の移動が発生するが、潜像が転写さ
れない。
【０３６０】例えばギャップ１０μｍの空気層が絶縁破
壊を発生するためには、パッシェン則よりＶ０は約３７
０Ｖ以上必要である。
【０３６１】ここでＶ＝１０００Ｖ、Ｖ’＝－１０００
Ｖ、各々の静電容量の比をＣ１：Ｃ２：Ｃ０＝１８： *

*５：１２とした場合、Ｖ０（空気層の電位差）＝４８０
Ｖとなり、絶縁破壊が発生して潜像が転写される。また
媒体にかかる電位差は約２００Ｖで、媒体内部での絶縁
破壊は防止できる。（但し、像担持体は通常の有機系感
光体、媒体は前記構成の合成容量、空気層は絶縁破壊が
生じやすい間隙約１０μｍを想定し、各々の静電容量の
比を考えている。）像担持体上の静電潜像において、帯
電部①は媒体との間で電荷移動が発生し、非帯電部（露
光部）②では電荷移動が発生しない。このため、媒体上
の表面電位に差が生じる。帯電部①の電荷移動が行われ
た後の媒体の表面電位は次の式（８）で、非帯電部②の
それは前式（７）で表される。
【０３６２】図３２（Ｃ）は絶縁破壊により電荷移動が
生じた状態の等価回路を示しているるが、このように絶
縁破壊により電荷移動が生じた状態では次式（８）が成
立する。
【０３６３】
【数８】

【０３６４】式（８）においてｖ０は放電可能な最小電
位差、Ｖ１、Ｖ２は前式（６）、（７）である。
【０３６５】例えば、前記設定条件において、媒体上の
表面電位は、帯電部に相当する領域①は約＋２６０Ｖ、
非帯電部に相当する領域②は約－３４０Ｖとなる。
【０３６６】ここで、対向電極ローラを接地すると、帯
電部①及び非帯電部②の領域には互いに逆向きの電界が
形成され、現像粒子がその電界に沿って移動して画像を
形成することができる。
【０３６７】その後、像担持体と媒体が離間すると、誘
導電荷に移動が生じて、媒体の表面電位は変化する。①
部は約－７２０Ｖに、②部は約－１０００Ｖに復帰し、
媒体に潜像を形成することができる（図３２（Ｄ）参
照）。
【０３６８】以上は対向電極ローラＲ１を接地状態にし
て説明したが、該ローラに適当なバイアスを印加するこ
ともできる。この場合はＶ’をＶ’＋Ｖｂに置き換えて
考えればよい。図３２（Ｅ）はこの場合の等価回路を示
している。
【０３６９】また、静電潜像担持体が感光体ドラム（光
導電体）である場合を説明したが、誘電体ドラムを用い

てもよい。静電潜像の極性は負極性でもよい。現像粒子
の帯電極性は逆でもよい。
【０３７０】このように静電潜像担持体と媒体との間で
絶縁破壊を発生させて潜像を転写する前に、予め媒体表
面を所定電位に一様に帯電させることで、媒体内部の電
位差を抑制することができ、これにより画像保持性が良
好となる。次に可逆性画像表示媒体のさらに他の例につ
いて図３３、図３４を参照して説明する。
【０３７１】図３３に示す可逆性画像表示媒体１４は電
気泳動型の媒体例である。
【０３７２】この媒体１４は、透明支持基板１４６に支
持された電界発色層１４０を備えている。電界発色層１
４０は帯電着色粒子１４１を絶縁性液体１４２中に分散
させた液体層１４３を透明導電層１４４と絶縁層１４５
の間に密封したものである。絶縁性の液体１４２は、高
純度石油（エッソ社  商品名アイソパー）に、イオン性
界面活性剤及び染料を含有した有機物を混合したもので
ある。このイオン性界面活性剤が顔料を含有した有機物
着色粒子１４１に吸着して該粒子が電気化学的に安定的
に帯電する。この帯電着色粒子１４１が液１４２中に分
散して電気泳動の性質を示す。
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【０３７３】この媒体１４は、電界が加わらないか、所
定の電界とは逆電界が加わっているときは、絶縁性液体
１４２中の染料の色が見えているが、静電潜像が書き込
まれると、帯電着色粒子１４１が透明導電層１４４の方
へ移動し、その顔料が見える。
【０３７４】この媒体１４による画像表示についても、
例えば図３０や図３１に示す画像形成装置を用いて、画
像表示に先立って、媒体１４の表面を予め一様に所定電
位に帯電させ、帯電した媒体表面に静電潜像ＥＩを形成
し、該静電潜像に基づいて媒体内の絶縁性液体１４２に
分散している帯電現像粒子（ここでは帯電着色粒子）１
４１に対し表示しょうとする画像に対応する画素ごとに
所定の静電場を形成することで画像表示させることがで
きる。
【０３７５】このように静電潜像形成に先立って予め媒
体１４表面を帯電させ、その帯電域に静電潜像を形成す
ることで、従来の電気泳動型画像表示媒体による画像表
示のように、予備帯電しないで画像形成する場合に比べ
ると、画像保持性が良好となる。
【０３７６】図３４に示す可逆性画像表示媒体１５は、
回転粒子球型表示媒体例である。
【０３７７】この媒体１５は、透明支持基板１５６に支
持された電界発色層１５０を有している。電界発色層１
５０は、片面に着色１５１ａした片面着色球１５１を絶
縁性液体１５２で囲繞し、該液体ごと絶縁性保持媒質１
５３に埋め込み、該媒質１５３の片面に透明導電層１５
４を、反対側面に絶縁層１５５を形成したものである。
【０３７８】片面着色球１５１は、例えばＴｉＯ

2 
を主

成分とするガラスの白色球を適当な台上に一様に配置し
上面からクロム等を蒸着することで作製される。その大
きさは３０μｍ～１００μｍの範囲でよいが、１０μｍ
以下とすれば、より解像度が高くなる。
【０３７９】この片面着色球１５１を、例えばエラスト
マーのような絶縁性保持媒質１５３中に分散させ、この
媒質１５３をトルエン等の有機溶媒にイオン性界面活性
剤を溶かした溶液に浸たすことにより膨潤させ、それに
より片面着色球１５１の周囲に絶縁性液体１５２を溜ま
らせる。かくして片面着色球１５１は絶縁性液体層１５
２で囲繞され、回転可能な状態で該液体ごと絶縁性保持
媒質１５３に埋め込まれた状態が得られる。
【０３８０】片面着色球１５１は一方の半球面と他方の
半球面とが性質が異なるため、これら両面においてイオ
ンの吸着の量が異なる。よって媒体１５に電界をかける
と、電界の方向により片面着色粒子１５１の面の向きが
変化する。従つて片面着色球１５１の着色面が見えた
り、着色していない面が見えたりすることで画像表示さ
れる。
【０３８１】この媒体１５による画像表示についても、
例えば図３０や図３１に示す画像形成装置を用いて、画
像表示に先立って、媒体１５の表面を予め一様に所定電*
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*位に帯電させ、帯電した媒体表面に静電潜像ＥＩを形成
し、該静電潜像に基づいて媒体内の絶縁性液体１５２に
浮遊している片面着色球１５１に対し表示しょうとする
画像に対応する画素ごとに所定の静電場を形成すること
で画像表示させることができる。これにより画像保持性
良好に画像表示できる。
【０３８２】媒体１４、１５についても画像表示、画像
消去を繰り返すことができる。
【０３８３】なお媒体１４、１５は、良好に画像表示で
きるのであれば、先に説明した他の画像形成装置によっ
て画像形成してもかまわない。
【０３８４】
【発明の効果】以上説明したように本発明によると、次
の利点を有する可逆性画像表示方法を提供することがで
きる。
（１）画像表示、画像消去を繰り返し行うことができ、
よって従来の画像表示に関係する紙等の画像表示媒体、
現像剤、インク等の消耗品の使用を低減することがで
き、それだけ今日の環境負荷低減に応えることができ
る。
（２）コントラストに優れ、高解像度で高品質な画像を
長期にわたり安定的に表示できる。
（３）残像が発生しにくく、従って良好な可逆性を示
し、この点でも高品質な画像を表示できる。
（４）駆動電圧が低く済む。
【０３８５】また本発明によると、上記前記可逆性画像
表示方法の実施に用いる画像形成装置を提供することが
できる。
【０３８６】特に、本発明に係る可逆性画像表示方法及
び画像形成装置によると、一旦画像表示された可逆性画
像表示媒体でも、その画像を消去してから新たに画像を
形成して表示させることができ、それだけ確実に、高品
質に新たな画像を表示できる。勿論前回残像を抑制する
こともできる。
【図面の簡単な説明】
【図１】図（Ａ）から図（Ｉ）のそれぞれは現像剤収容
セルの形状例を示す図である。
【図２】図（Ａ）から図（Ｈ）はそれぞれ現像剤移動抑
制部材の形状及び配列の例を示す図である。図（Ｉ）は
媒体単位面積Ｓｂとその中のセルによる画像部面積Ｓａ
の１例を示す図である。
【図３】電極付きの可逆性画像表示媒体の１例の画像表
示前の断面図である。
【図４】図３に示す媒体の画像表示状態の断面図であ
る。
【図５】図３に示す媒体における第２シートとこれに形
成された格子状隔壁等の斜視図である。
【図６】図３に示す媒体における第２シートとこれに形
成された個別電極の平面図である。
【図７】図３に示す媒体の画像表示例を示す図である。
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【図８】可逆性画像表示媒体の他の例の断面図である。
図８（Ａ）は可逆性画像表示媒体の画像表示前の断面図
であり、図８（Ｂ）は画像表示時の１例の断面図であ
る。
【図９】図８に示す媒体の一部を切り欠いて示す平面図
である。
【図１０】図８に示す媒体の画像表示例を示す図であ
る。
【図１１】外部静電潜像形成装置を備えている画像形成
装置例の概略構成を示す図である。
【図１２】本発明に係る可逆性画像表示媒体のさらに他
の例の断面図である。
【図１３】図（Ａ）は画像表示のさらに他の例を示す平
面図であり、図（Ｂ）は非画像部面積の割合（非画像部
面積／媒体単位面積）と反射濃度比との関係を示すグラ
フである。
【図１４】イオンフロー方式の直接静電潜像形成装置を
備えている画像形成装置例の概略構成を示す図である。
【図１５】イオンフロー方式の直接静電潜像形成装置を
備えてい画像形成装置の他の例の概略構成を示す図であ
る。
【図１６】イオンフロー方式の直接静電潜像形成装置を
備えている画像形成装置のさらに他の例の概略構成を示
す図である。
【図１７】マルチスタイラス方式の直接静電潜像形成装
置を備えている画像形成装置例の概略構成を示す図であ
る。
【図１８】隣接制御電極を有するマルチスタイラス型静
電潜像形成装置を備えている画像形成装置例の概略構成
を示す図である。
【図１９】外部静電潜像形成装置を備えた画像形成装置
の等価回路を示す図である。図（Ａ）は像担持体と画像
表示媒体とが離間している状態の等価回路、図（Ｂ）は
像担持体を画像表示媒体に近接させて静電誘導させた状
態の等価回路、図（Ｃ）は絶縁破壊により電荷移動が生
じた状態の等価回路、図（Ｄ）は電荷移動後に像担持体
と媒体が離間した状態の等価回路である。
【図２０】画像消去装置を備えた画像形成装置例の概略
構成を示す図である。
【図２１】画像消去装置を備えた画像形成装置の他の例
の概略構成を示す図である。
【図２２】画像消去装置を備えた画像形成装置のさらに
他の例の概略構成を示す図である。
【図２３】現像剤攪拌装置を備えた画像形成装置例の概
略構成を示す図である。
【図２４】現像剤攪拌装置を備えた画像形成装置の他の
例の概略構成を示す図である。
【図２５】現像剤攪拌装置を備えた画像形成装置のさら
に他の例の概略構成を示す図である。
【図２６】現像剤攪拌装置を備えた画像形成装置のさら
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に他の例の概略構成を示す図である。
【図２７】現像剤攪拌装置を備えた画像形成装置のさら
に他の例の概略構成を示す図である。
【図２８】現像剤攪拌装置を備えた画像形成装置のさら
に他の例の概略構成を示す図である。
【図２９】現像剤攪拌装置を備えた画像形成装置のさら
に他の例の概略構成を示す図である。
【図３０】予備帯電装置を備えた画像形成装置の１例の
概略構成を示す図である。
【図３１】予備帯電装置を備えた画像形成装置の他の例
の概略構成を示す図である。
【図３２】外部静電潜像形成装置を備えた画像形成装置
において静電潜像形成前に媒体を帯電させる場合の等価
回路を示す図である。図（Ａ）は像担持体と画像表示媒
体とが離間している状態の等価回路、図（Ｂ）は像担持
体を画像表示媒体に近接させて静電誘導させた状態の等
価回路、図（Ｃ）は絶縁破壊により電荷移動が生じた状
態の等価回路、図（Ｄ）は電荷移動後に像担持体と媒体
が離間した状態の等価回路、図（Ｅ）は対向電極ローラ
を接地した場合の等価回路である。
【図３３】可逆性画像表示媒体のさらに他の例の一部の
断面図である。
【図３４】可逆性画像表示媒体のさらに他の例の一部の
断面図である。
【符号の説明】
ＣＥ１  連続溝形状の現像剤収容セル
ｗ１  仕切り壁
Ｓ  画像表示媒体
ＣＥ２  独立タイプのセル
α  仕切り壁の厚さ
ｐｔ  隣り合う仕切り壁間隔
ｈ  仕切り壁の高さ
ＣＬ１、ＣＬ２、ＣＬ３、ＣＬ４  現像剤移動抑制部材
β１、β２  柱状現像剤移動抑制部材の縦横の寸法
γ１、γ２  画像表示領域の一つの単位の縦横の寸法
ＤＬ、ＤＬｏ  現像剤
ＷＰ  白色現像粒子
ＢＰ  黒色現像粒子
１１  可逆性画像表示媒体
１１１  第１シート
１１２  第２シート
１１３  隔壁
１１４  第１電極
１１５  第２電極
１１５ａ  個別電極（画素電極）
１１６  現像剤収容セル
１１０  リ一ド部
１１７  電極選択回路
１１８ａ  正駆動電圧発生回路
１１８ｂ  負駆動電圧発生回路
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１１９  表示データ制御部
Ｂｋ  黒色表示部分
Ｗ    白色表示部分
１２  可逆性画像表示媒体
１２１  第１シート
１２２  第２シート
１２３  隔壁
１２３ａ  縦仕切り壁
１２４  現像剤収容セル
１２０  封止部
１２０ａ  封止部１２０の部分
ＰＣ  感光体ドラム
ＣＨ  スコロトロン帯電器
ＥＸ  レーザー画像露光装置
ＩＲ  イレーサランプ
Ｒ１  電極ローラ
Ｒ２  回転磁極ローラ
ＰＷ１  バイアス電源
１３  可逆性画像表示媒体
１２２Ａ  導電性膜
ＣＲ１  イオンフロー型の直接静電潜像形成装置
ｃ１  コロナイオン発生部
ｃ１１  シールドケース
ｃ１２  コロナワイヤ
ｅ１  書き込み電極
ｆ１  書き込み電極制御回路
Ｅａ  接地電極
ＣＲ２  イオンフロー型の直接静電潜像形成装置
ｃ２  コロナイオン発生部
ｅ２  書き込み電極
ｆ２  書き込み電極制御回路
ｃ２１  シールドケース
ｃ２２  コロナワイヤ
Ｐｃ２  電源
ｅ２１  上部電極
ｅ２２  下部電極
Ｐｃ２１  制御電源 *
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*Ｐｃ２２  バイアス電源
ｆ２１  制御部
Ｒ３  電極ローラ
ＰＣ２０  電源
ＣＲ３  マルチスタイラス方式の直接静電潜像形成装置
ｅ３  電極
Ｈ３  マルチスタイラスヘッド
ＣＲ４  隣接制御電極を有するマルチスタイラス型静電
潜像形成装置
ｅ４  記録電極
ｅ４１  制御電極
Ｈ４  静電記録ヘッド
ＥＬ１、ＥＬ２  画像消去装置
Ｒ５  転写電極ローラ
ＰＷ５  電源
Ｍｇ  Ｎ極、Ｓ極を交互に設けた部材
ＰＷ１’  現像バイアス電源
２  予備帯電装置
２１  チャージャ
２２  接地電極
１４  電気泳動型可逆性画像表示媒体
１４０  電界発色層
１４１  帯電着色粒子
１４２  絶縁性液体
１４３  液体層
１４４  透明導電層
１４５  絶縁層
１４６  支持基板
１５  回転粒子球型可逆性画像表示媒体
１５０  電界発色層
１５１  片面着色球
１５１ａ  着色
１５２  絶縁性液体
１５３  絶縁性保持媒質
１５４  透明導電性層
１５５  絶縁層
１５６  支持基板

【図５】 【図１２】
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【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１４】
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【図１３】 【図１５】 【図１６】

【図１７】

【図１９】

【図２３】

【図２４】
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【図２０】 【図２１】

【図２２】 【図２５】

【図２６】 【図２７】

【図２８】

【図２９】
【図３０】 【図３１】
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/EB21 2K101/EB41 2K101/EB71 2K101/EC11 2K101/EC54 2K101/EC72 2K101/EE02 2K101/EE06 
2K101/EE08 2K101/EE09 2K101/EE10 2K101/EE14 2K101/EG26 2K101/EG27 2K101/EG37 2K101
/EG45 2K101/EG52 2K101/EH02 2K101/EH12 2K101/EJ14 2K101/EJ21 5C080/AA16 5C080/BB05 
5C080/DD24 5C080/DD26 5C080/DD29 5C080/EE25 5C080/FF01 5C080/FF08 5C080/GG02 5C080
/JJ01 5C080/JJ02 5C080/JJ03 5C080/JJ05 5C080/JJ06 5C094/AA02 5C094/AA06 5C094/AA24 5C094
/BA09 5C094/BA75 5C094/BA77 5C094/BA84 5C094/CA19 5C094/CA24 5D029/HA01 5D029/HA06 
5D029/HA07 5D029/JA04 5D029/JB06 5D029/JC18 5D029/VA01 5D029/VA06

外部链接 Espacenet

摘要(译)

（带更正） 可以重复进行图像显示和图像删除，从而可以减少传统图像
显示中使用的纸张和墨水，并且可以长期稳定地获得对比度，高分辨率
和高质量的图像。 提供了一种可逆图像显示方法和装置，其可以以统一
的方式显示。 SOLUTION：透光片有两片，在两片之间形成并被隔墙包
围的显影剂容纳盒，以及每个盒中包含的干显影剂， 作为显影剂，准备
了图像显示介质12，该图像显示介质12包含带电极性不同且光反射密度
不同的摩擦带电的干燥显影颗粒。 通过为与要显示在每个单元格中的显
影剂颗粒上的图像相对应的每个像素形成预定的静电场来显示图像。 此
时，在图像显示处理之前，由图像擦除装置EL1执行图像擦除处理。

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/425cba41-ae58-493e-a665-81c9a9142c2a
https://worldwide.espacenet.com/patent/search/family/018549227/publication/JP2001215539A?q=JP2001215539A

